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１．調査の目的 

相模原市内の事業所の雇用実態を把握し、行政上の基礎資料を得ることを目的とする。 

 

 

２．調査設計と回収状況 

（１）調 査 対 象 1,442事業所 

（２）調 査 方 法 郵送配布－郵送・ＦＡＸ回収 

（３）調査基準日 令和２年10月１日（木） 

（４）調 査 期 間 令和２年12月14日（月）～令和３年１月６日（水） 

（５）回 収 状 況 調査票配布数 1,442 

有効回収数   418（有効回収率 29.0％） 

 

 

３．調査結果を見る上での注意事項 

（１）図表中の「ｎ」は、各設問に対する回答者数を示す。 

（２）百分率（％）の計算は、「ｎ」を母数として小数第２位を四捨五入し、小数第１位まで表示し

た。したがって、選択肢の中から１つだけ選ぶ設問では、すべての選択肢の比率の合計が

100.0％にならない場合がある。また、選択肢の中から複数の選択肢を回答する設問では、す

べての選択肢の比率を合計すると通常100.0％を超える。 
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１．事業所の概要 

（１）業種 

問１ 業種についてお尋ねします。該当する番号を○で囲んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種は、「製造業」が121事業所（28.9％）で最も多く、次いで「建設業」が83事業所（19.9％）、

「その他サービス業」が61事業所（14.6％）、「卸売業、小売業」が37事業所（8.9％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ＝418)

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

その他サービス業

その他

無回答

83事業所
(19.9%)

121事業所
(28.9%)

6事業所(1.4%)

8事業所(1.9%)

21事業所(5.0%)

37事業所(8.9%)

20事業所(4.8%)

5事業所(1.2%)

4事業所(1.0%)

2事業所(0.5%)

4事業所(1.0%)

61事業所
(14.6%)

41事業所(9.8%)

5事業所(1.2%)

0 10 20 30 （％）
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（２）従業員規模 

問２ 従業員数の規模についてお尋ねします。該当する番号を○で囲んでください。 

※本調査における「従業員」とは、特に指定のない限り、役員等を除く直接雇用の従業員と
します。（パート、アルバイト等の非正規従業員を含めます。派遣労働者は含めません。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員規模は、「10人～29人」が186事業所（44.5％）で最も多く、次いで「９人以下」が119事業

所（28.5％）、「30人～49人」が40事業所（9.6％）、「50人～99人」が35事業所（8.4％）となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

（ｎ＝418)

10人～29人
186事業所
44.5%

100人～299人
24事業所
5.7%

50人～99人
35事業所
8.4%

30人～49人
40事業所
9.6%

300人以上
11事業所
2.6%

無回答
3事業所
0.7%

９人以下
119事業所
28.5%
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（３）従業員の年齢構成 

問３ 従業員の雇用形態別・男女別・年齢別の人数についてお尋ねします。該当者がいない

場合は「０」を記入してください。 

※正規従業員：本調査においては、フルタイムで、無期の労働契約により雇用される労
働者とする。正社員、正規職員など。 

※非正規従業員：本調査においては、上記に該当しない従業員とする。パートタイマー、
アルバイト、契約社員、嘱託社員など。 

 

【正規従業員の人数】            【非正規従業員の人数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別・年齢別の従業員の人数は、正規従業員では「40～49歳」が4,074人（男性3,299人・女性775

人）で最も多く、次いで「50～59歳」が3,117人（男性2,600人・女性517人）となっている。 

非正規従業員では「60歳以上」が2,383人（男性1,416人・女性967人）で最も多く、次いで「50～

59歳」が1,199人（男性331人・女性868人）となっている。 

 

 

19
歳
以
下

20

29
歳

30

39
歳

40

49
歳

50

59
歳

60
歳
以
上

610 579 775 517

1,572

3,299

2,600

45 151
105

2,262

651

4,074
(30.9%)

2,841
(21.6%)

3,117
(23.7%)

802
(6.1%)

2,182
(16.6%)

150
(1.1%)

0

1000

2000

3000

4000

5000
 男性(計10,489人)

 女性(計 2,677人)

～～～～

（人）

19
歳
以
下

20

29
歳

30

39
歳

40

49
歳

50

59
歳

60
歳
以
上

273 418

851 868302

234 331

145

967
115

173

1,416

1,085
(17.8%)

591
(9.7%)

1,199
(19.7%)

2,383
(39.1%)

575
(9.4%)

260
(4.3%)

0

500

1000

1500

2000

2500

3000
 男性(計2,571人)

 女性(計3,522人)

～～～～

（人）
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（４）管理職の男女別内訳 

問４ 管理職の男女別内訳についてお尋ねします。該当者がいない場合は「０」を記入して

ください。 

※管理職：本調査においては、担当部門の職務に対する責任を負い、決定権を持つ労働者と
する。いわゆる役職者など。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理職の人数の男女別内訳は、「男性」が1,869人（87.7％）、「女性」は263人（12.3％）となって

いる。 

 

 

＜管理職の男女別内訳－経年比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（管理職の人数＝2,132人)

女性
263人
12.3%

男性
1,869人
87.7%

男 性 女 性

（％）

令和２年度

平成28年度

平成24年度

平成20年度

平成16年度 91.5

90.2

77.8

85.0

87.7

8.5

9.8

22.2

15.0

12.3
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＜管理職の男女別内訳－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性 女性

（％）

全　　体 (2,132)

【 業 種 別 】

建設業 ( 247)

製造業 (1,068)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 22)

情報通信業 ( 30)

運輸業 ( 154)

卸売業、小売業 ( 121)

金融業、保険業 ( 68)

不動産業、
物品賃貸業

( 10)

宿泊業、
飲食サービス業

( 64)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 4)

教育、学習支援業 ( 18)

その他サービス業 ( 147)

その他 ( 167)

無回答（業種不明） ( 12)

【従業員規模別】

９人以下 ( 164)

10人～29人 ( 453)

30人～49人 ( 215)

50人～99人 ( 287)

100人～299人 ( 278)

300人以上 ( 729)

無回答（規模不明） ( 6)

管理職
人数

83.3

95.1

83.1

87.8

88.4

81.5

78.7

91.7

76.0

76.2

55.6

100.0

92.2

70.0

82.4

80.2

94.8

100.0

81.8

92.4

83.0

87.7

16.7

4.9

16.9

12.2

11.6

18.5

21.3

8.3

24.0

23.8

44.4

7.8

30.0

17.6

19.8

5.2

18.2

7.6

17.0

12.3
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（５）従業員数の増減 

問５ １年前（令和元年10月１日）と比較して従業員数に増減はありましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

従業員数の増減は、正規従業員、非正規従業員とも「変わらない」が最も高くなっている。 

正規従業員でみると、「増加した」が24.6％、「減少した」は26.6％となっている。 

非正規従業員でみると、「増加した」が14.4％、「減少した」は18.4％となっている。 

 

増加した 変わらない 減少した 対象者なし 無回答

(n＝418) （％）

正 規 従 業 員

非正規従業員 14.4

24.6

39.0

45.9

18.4

26.6

16.5

1.2

11.7

1.7
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（６）従業員の過不足感 

問６ 現在の従業員の過不足感についてお尋ねします。該当する番号をそれぞれ○で囲んで

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員の過不足感は、事業所全体でみると、「適正」が56.9％と最も高く、次いで「不足」が35.6％、

「過剰」が6.0％となっている。 

雇用形態別でみると、「不足」は正規従業員で32.8％と非正規従業員よりも高くなっている。 

年齢別でみると、「不足」はおおむね年齢が下がるほど割合が高く、20～29歳は55.5％、30～39歳

は49.0％と「適正」よりも高くなっている。「適正」、「過剰」はおおむね年齢が上がるほど割合が高

くなっている。 

 

不足 適正 過剰 無回答

（％）

全
体
 事業所全体

 正規従業員

 非正規従業員

 19歳以下

 20～29歳

 30～39歳

 40～49歳

 50～59歳

 60歳以上

(n＝418)

雇
用
形
態
別

年
齢
別

2.4

6.0

19.1

49.0

55.5

22.5

17.0

32.8

35.6

62.4

67.7

60.8

36.8

28.5

40.9

61.0

59.6

56.9

16.3

10.5

7.4

0.5

1.0

4.8

5.3

6.0

18.9

15.8

12.7

13.6

15.1

36.6

17.2

2.4

1.4
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＜従業員の過不足感－年齢別経年比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不足 適正 過剰 無回答

ｎ
【 19歳以下 】

（％）

令和２年度 (418)

平成28年度 (509)

平成24年度 (563)

平成20年度 (640)

平成16年度 (652)

【 20～29歳 】

令和２年度 (418)

平成28年度 (509)

平成24年度 (563)

平成20年度 (640)

平成16年度 (652)

【 30～39歳 】

令和２年度 (418)

平成28年度 (509)

平成24年度 (563)

平成20年度 (640)

平成16年度 (652)

【 40～49歳 】

令和２年度 (418)

平成28年度 (509)

平成24年度 (563)

平成20年度 (640)

平成16年度 (652) 9.2

14.5

10.1

15.9

19.1

19.3

29.2

29.8

45.0

49.0

31.7

45.9

44.8

55.6

55.5

11.2

18.1

13.0

23.4

22.5

36.2

43.6

51.0

49.7

60.8

34.4

35.6

38.0

29.7

36.8

23.5

19.8

24.3

17.7

28.5

17.9

20.5

23.8

22.0

40.9

5.4

3.0

3.6

4.7

7.4

1.5

1.4

1.2

0.6

0.5

0.8

0.5

0.4

0.6

1.0

0.3

0.2

0.2

0.2

49.2

38.9

35.3

29.7

12.7

44.8

33.8

30.9

24.8

13.6

44.0

33.8

30.6

26.1

15.1

70.6

61.3

63.1

54.4

36.6



第２章 調査結果の詳細 

 - 15 - 

＜従業員の過不足感－年齢別経年比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不足 適正 過剰 無回答

ｎ
【 50～59歳 】

（％）

令和２年度 (418)

平成28年度 (509)

平成24年度 (563)

平成20年度 (640)

平成16年度 (652)

【 60歳以上 】

令和２年度 (418)

平成28年度 (509)

平成24年度 (563)

平成20年度 (640)

平成16年度 (652)

0.9

1.4

1.8

1.2

2.4

0.8

3.3

4.3

4.5

6.0

26.7

37.2

37.8

42.4

62.4

32.2

42.2

46.7

50.7

67.7

10.0

9.4

9.4

16.1

16.3

14.6

10.2

9.2

10.2

10.5

62.4

52.0

51.0

40.3

18.9

52.5

44.4

39.8

34.6

15.8
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＜従業員の過不足感－業種別、従業員規模別＞ 

【事業所全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不足 適正 過剰 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

18.2

37.5

48.6

37.5

33.3

37.0

20.0

29.3

41.0

25.0

50.0

50.0

60.0

20.0

27.0

47.6

75.0

66.7

26.4

45.8

35.6

33.3

81.8

58.3

34.3

52.5

60.2

58.0

40.0

68.3

54.1

50.0

50.0

50.0

40.0

75.0

70.3

42.9

25.0

33.3

61.2

48.2

56.9

4.2

17.1

10.0

5.9
2.5

2.4

3.3

25.0

2.7

9.5

12.4
3.6

6.0

66.7

0.5

2.5

40.0

1.6

5.0

2.4

1.4
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＜従業員の過不足感－業種別、従業員規模別＞ 

【正規従業員】             【非正規従業員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不足 適正 過剰 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

18.2

37.5

54.3

35.0

31.7

28.6

24.4

34.4

25.0

25.0

40.0

15.0

24.3

38.1

75.0

66.7

28.9

44.6

32.8

33.3

63.6

58.3

34.3

57.5

61.3

65.5

60.0

70.7

59.0

50.0

100.0

50.0

60.0

80.0

73.0

47.6

25.0

33.3

61.2

49.4

59.6

18.2
4.2

11.4
5.0

5.4

2.5

2.4

3.3

25.0

25.0

2.7

9.5

9.1
3.6

5.3

66.7

2.5

1.6

3.4

40.0
2.4

3.3

5.0

4.8

0.8

2.4

2.4

不足 適正 過剰 無回答

（％）

36.4

25.0

25.7

20.0

14.5

14.3

20.0

12.2

37.7

50.0

75.0

15.0

16.2

19.0

25.0

33.3

12.4

7.2

17.0

33.3

54.5

62.5

60.0

60.0

65.1

56.3

40.0

78.0

49.2

50.0

50.0

25.0

40.0

80.0

70.3

57.1

62.5

66.7

63.6

54.2

61.0

9.1

12.5

11.4
5.0

4.3

1.7

1.6

25.0

9.5

10.7
3.6

4.8

66.7

2.9

15.0

16.1

27.7

40.0

9.8

11.5

25.0

60.0
5.0

13.5

14.3

12.5

13.2

34.9

17.2
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＜従業員の過不足感－業種別、従業員規模別＞ 

【19歳以下】              【20～29歳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不足 適正 過剰 無回答

（％）

36.4

62.5

88.6

72.5

53.8

44.5

34.1

62.3

25.0

50.0

25.0

40.0

15.0

51.4

52.4

100.0

66.7

57.0

73.5

55.5

33.3

63.6

33.3

11.4

25.0

34.9

20.2

40.0

48.8

21.3

50.0

50.0

50.0

40.0

70.0

35.1

19.0

16.7

30.6

9.6

28.5

4.2

1.1

0.8

25.0

2.7

2.4

1.0

66.7

2.5

10.2

34.5

60.0

17.1

16.4

25.0

20.0

15.0

10.8

28.6

16.7

12.4

14.5

15.1

不足 適正 過剰 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

27.3

37.5

37.1

32.5

22.0

12.6

12.2

18.0

5.0

5.4

23.8

37.5

33.3

33.1

30.1

22.5

33.3

72.7

45.8

40.0

47.5

44.6

29.4

40.0

48.8

39.3

25.0

100.0

75.0

20.0

65.0

48.6

28.6

37.5

50.0

35.5

38.6

40.9

66.7

16.7

22.9

20.0

33.3

58.0

60.0

39.0

42.6

75.0

25.0

80.0

30.0

45.9

47.6

25.0

16.7

31.4

31.3

36.6
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＜従業員の過不足感－業種別、従業員規模別＞ 

【30～39歳】              【40～49歳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不足 適正 過剰 無回答

（％）

27.3

16.7

20.0

27.5

18.3

17.6

9.8

23.0

25.0

25.0

40.0

13.5

23.8

37.5

33.3

14.0

31.3

19.1

33.3

54.5

70.8

65.7

65.0

63.4

52.9

40.0

78.0

55.7

50.0

100.0

50.0

40.0

90.0

56.8

47.6

62.5

66.7

66.9

47.0

60.8

18.2

12.5

14.3

7.5

6.5
5.0

13.1

25.0

8.1

9.5

8.3

8.4

7.4

66.7

11.8

24.4

60.0

12.2

8.2

25.0

20.0

10.0

21.6

19.0

10.7

13.3

12.7

不足 適正 過剰 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

63.6

50.0

65.7

45.0

52.2

40.3

26.8

59.0

50.0

25.0

60.0
5.0

45.9

61.9

75.0

66.7

46.3

66.3

49.0

33.3

36.4

45.8

34.3

52.5

36.6

31.1

40.0

48.8

29.5

25.0

100.0

50.0

20.0

85.0

37.8

9.5

25.0

33.3

44.6

20.5

36.8

4.2

0.5

2.4

0.5

66.7

2.5

10.8

28.6

60.0

24.4

11.5

25.0

25.0

20.0

10.0

16.2

28.6

9.1

10.8

13.6
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＜従業員の過不足感－業種別、従業員規模別＞ 

【50～59歳】              【60歳以上】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不足 適正 過剰 無回答

（％）

2.4

1.2

0.8

16.7

4.8

8.2

2.4

1.7

2.2

5.0

4.2

9.1

62.4

57.8

62.0

66.7

100.0

57.1

48.6

75.0

60.0

75.0

100.0

50.0

59.0

80.5

40.0

52.1

66.7

67.5

68.6

70.8

54.5

33.3

16.3

16.9

20.7

16.7

19.0

21.6

25.0

21.3

4.9

13.4

13.4

20.0

28.6

20.8

36.4

18.9

24.1

16.5

19.0

29.7

25.0

40.0

25.0

25.0

11.5

12.2

60.0

32.8

17.7

7.5

2.9

4.2

66.7

不足 適正 過剰 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

18.2
4.2

2.9

10.0
3.8

8.4

4.9

13.1

25.0

20.0
5.0

2.7

14.3

16.7
2.5

4.8

6.0

33.3

63.6

75.0

71.4

72.5

72.6

57.1

40.0

80.5

63.9

50.0

100.0

50.0

40.0

85.0

54.1

52.4

100.0

83.3

68.6

68.7

67.7

18.2

20.8

25.7

15.0

9.7
3.4

8.2

25.0

13.5

28.6

15.7

9.6

10.5

66.7

2.5

14.0

31.1

60.0

14.6

14.8

25.0

25.0

40.0

10.0

29.7
4.8

13.2

16.9

15.8
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２．従業員の労働時間、有給休暇について 

（１）１週間あたりの所定労働時間 

問７ 正規従業員の１週間あたりの所定労働時間は何時間ですか。 

※所定労働時間：就業規則等で定められた始業時刻から終業時刻までの時間から、休憩時間
を差し引いた実労働時間数。ただし、変形労働時間制のある事業所につい
ては、期間内の平均労働時間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１週間あたりの所定労働時間は、「40時間」が44.5％で最も高く、次いで「40時間未満」が33.5％、

「41時間以上44時間未満」が12.0％となっている。 

 

 

＜１週間あたりの所定労働時間－経年比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）（ｎ＝418)

40時間
44.5

41時間以上
44時間未満
12.0

44時間
5.5

45時間以上
3.1

無回答
1.4

40時間未満
33.5

40時間未満 40時間
41時間以上
44時間未満

44時間 45時間以上 無回答

ｎ （％）

令和２年度 (418)

平成28年度 (509)

平成24年度 (563)

平成20年度 (640)

平成16年度 (652) 25.9

25.6

26.8

22.8

33.5

41.0

43.9

46.2

51.1

44.5

16.1

12.5

16.2

14.3

12.0

3.4

3.4

3.4

4.3

5.5

5.4

6.1

5.2

5.1

3.1

8.3

8.4

2.3

2.4

1.4
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＜１週間あたりの所定労働時間－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40時間未満 40時間
41時間以上
44時間未満

44時間 45時間以上 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

36.4

37.5

40.0

42.5

30.6

31.9

40.0

58.5

34.4

50.0

25.0

60.0

65.0

18.9

14.3

12.5

66.7

31.4

25.3

33.5

33.3

54.5

58.3

54.3

42.5

45.2

37.8

40.0

36.6

54.1

50.0

50.0

50.0

20.0

20.0

48.6

42.9

75.0

16.7

46.3

43.4

44.5

9.1

4.2

5.7

10.0

13.4

14.3

2.4

11.5

20.0

15.0

13.5

14.3

13.2

16.9

12.0

2.5

5.4

10.1

25.0

8.1

14.3

6.6

9.6

5.5

33.3

2.5

4.8
1.7

20.0

8.1

4.8

12.5

16.7
1.7

4.8

3.1

0.5

4.2

2.4

50.0

2.7

9.5

0.8

1.4
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（２）１か月あたりの所定外労働時間（１人あたり平均） 

問８ 正規従業員の１か月あたりの所定外労働時間は何時間ですか。 

（前事業年度の１か月１人あたり平均でお答えください。） 

※所定外労働時間：早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等、所定労働時間外の実労働時間数。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１か月あたりの所定外労働時間は、「５時間未満」が32.5％で最も高く、次いで「20時間以上」が

18.9％、「５時間以上10時間未満」が16.0％となっている。 

 

 

 

（％）（ｎ＝418)

５時間未満
32.5

10時間以上
15時間未満
13.2

５時間以上
10時間未満
16.0

15時間以上
20時間未満
14.6

20時間以上
18.9

無回答
4.8
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＜１か月あたりの所定外労働時間（１人あたり平均）－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５時間未満
５時間以上
10時間未満

10時間以上
15時間未満

15時間以上
20時間未満

20時間以上 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

9.1

20.8

22.9

27.5

31.7

42.9

60.0

48.8

36.1

50.0

50.0

100.0

25.0

24.3

4.8

36.4

27.7

32.5

9.1

20.8

31.4

22.5

12.9

14.3

17.1

16.4

50.0

20.0

21.6

14.3

25.0

16.7

14.0

16.9

16.0

33.3

18.2

20.8

17.1

17.5

14.0

6.7

20.0

7.3

9.8

25.0

5.0

21.6

9.5

62.5

50.0

17.4

4.8

13.2

9.1

20.8

11.4

10.0

15.6

15.1

9.8

21.3

25.0

15.0

16.2

4.8

12.4

21.7

14.6

33.3

54.5

16.7

11.4

20.0

22.6

11.8

20.0

9.8

14.8

50.0

35.0

13.5

57.1

33.3

14.0

24.1

18.9

5.7
2.5

3.2

9.2

7.3
1.6

50.0

2.7

9.5

12.5

5.8

4.8

4.8
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（３）年次有給休暇の付与日数と平均取得日数 

問９ 正規従業員の年次有給休暇の付与日数と平均取得日数についてお尋ねします。 

※年次有給休暇：賃金の支払いを伴う休暇日。労働基準法により定められており、使用者
は、労働者に対して毎年一定の日数を与えなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年次有給休暇の付与日数は、「20日以上25日未満」が41.4％で最も高く、次いで「10日以上15日未

満」が17.7％、「15日以上20日未満」が15.6％となっている。 

平均取得日数は、「５日以上10日未満」が35.6％で最も高く、次いで「10日以上15日未満」が32.1％、

「15日以上20日未満」が8.9％となっている。 

 

 

(ｎ＝418)

０日

１日以上５日未満

５日以上10日未満

10日以上15日未満

15日以上20日未満

20日以上25日未満

25日以上50日未満

50日以上100日未満

100日以上

無回答

0.5

1.0

2.4

17.7

15.6

41.4

2.2

0.5

4.8

14.1

0.2

5.3

35.6

32.1

8.9

3.3

0.2

0.2

1.4

12.7

0 10 20 30 40 50

年間新規付与日数

平均取得日数

（％）
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＜年次有給休暇の付与日数－業種別、従業員規模別＞ 

【年間新規付与日数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

□０日

0.5

0.0
0.8
0.0
0.0
4.8
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0.0
1.1
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

□１日以上
  ５日未満

1.0

1.2
0.8
0.0
0.0
4.8
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
25.0

0.0
0.0
0.0

1.7
0.5
0.0
2.9
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

□５日以上
  10日未満

2.4

4.8
1.7
0.0
0.0
4.8
0.0
5.0
0.0
25.0

0.0
0.0
1.6
0.0
0.0

2.5
3.8
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

□10日以上
  15日未満

17.7

26.5
12.4
16.7
12.5
33.3

16.2
25.0

0.0
25.0

0.0
0.0
19.7
7.3
20.0

19.3
15.1
20.0
14.3
16.7
45.5
33.3

0 20 40 60 80 100 (%)

□15日以上
  20日未満

15.6

12.0
14.9
16.7
12.5
9.5
8.1
20.0
20.0
25.0

0.0
0.0
11.5
39.0

20.0

10.9
16.7
17.5
31.4

12.5
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

4.8

2.4
8.3
0.0
0.0
9.5
13.5
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
1.6
0.0
0.0

0.0
4.8
15.0
11.4
4.2
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

0.5

1.2
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
1.6
0.0
0.0

0.8
0.5
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

2.2

3.6
0.8
0.0
0.0
0.0
8.1
5.0
0.0
0.0
0.0
0.0
1.6
0.0
0.0

1.7
2.2
2.5
2.9
4.2
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

41.4

30.1
50.4
50.0
62.5

14.3
37.8
40.0

80.0
25.0
50.0
75.0

50.8
26.8

60.0

40.3
43.0
35.0
28.6
54.2
54.5
66.7

0 20 40 60 80 100

□20日以上
  25日未満

(%)

□25日以上
  50日未満

(%)

□50日以上
  100日未満

(%)

□100日以上

(%)
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＜年次有給休暇の平均取得日数－業種別、従業員規模別＞ 

【平均取得日数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

1.4

2.4
3.3
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0.0
1.1
7.5
2.9
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

0.2

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
1.6
0.0
0.0

0.0
0.5
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

0.2

1.2
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0.0
0.5
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

3.3

2.4
0.8
0.0
0.0
4.8
8.1
0.0
20.0

0.0
0.0

50.0
3.3
4.9
0.0

3.4
4.3
2.5
0.0
4.2
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

□20日以上
  25日未満

(%)

□25日以上
  50日未満

(%)

□50日以上
  100日未満

(%)

□100日以上

(%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

□０日

0.2

0.0
0.0
0.0
0.0
4.8
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0.0
0.5
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

□１日以上
  ５日未満

5.3

6.0
4.1
0.0
12.5
9.5
5.4
0.0
0.0
25.0

0.0
0.0
8.2
0.0
20.0

5.9
5.4
5.0
0.0
4.2
9.1
33.3

0 20 40 60 80 100 (%)

□５日以上
  10日未満

35.6

44.6
34.7

16.7
25.0
28.6
54.1

25.0
80.0

50.0
0.0
25.0
34.4

17.1
20.0

32.8
35.5
30.0
45.7
41.7
45.5
33.3

0 20 40 60 80 100 (%)

□10日以上
  15日未満

32.1

21.7
36.4
33.3
50.0

23.8
16.2

60.0
0.0
25.0
50.0

25.0
32.8
41.5
60.0

25.2
36.0
37.5
28.6
29.2
36.4
33.3

0 20 40 60 80 100 (%)

□15日以上
  20日未満

8.9

4.8
11.6
33.3

0.0
4.8
2.7
10.0
0.0
0.0
0.0
0.0
9.8
17.1

0.0

10.1
5.4
12.5
14.3
16.7
9.1
0.0

0 20 40 60 80 100 (%)
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３．人材確保（採用活動）について 

（１）従業員の採用方法 

問10 従業員を採用する場合、どのような方法で行っていますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員の採用方法は、「ハローワーク」が66.5％で最も高く、次いで「民間の就職支援サービス

（ウェブ掲載、人材紹介等）」が43.8％、「貴事業所独自の活動（自社ホームページ等）」が29.9％と

なっている。 

 

「その他」について自由記述の主な回答内容を分類した結果は以下のとおりである。 

・知人等の照会・・・・・・16件 

・学校への求人等・・・・・ 8件 

・本社等採用のため不明・・ 5件 

(ｎ＝418)

ハローワーク

民間の就職支援サービス
（ウェブ掲載、人材紹介等）

貴事業所独自の活動
（自社ホームページ等）

新聞広告等

市の就職支援センター

その他

無回答

66.5

43.8

29.9

17.7

2.9

10.5

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70 （％）
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＜従業員の採用方法－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

66.5

66.3
76.9
83.3
100.0

81.0
51.4
50.0

20.0
25.0

0.0
75.0
72.1

51.2
20.0

64.7
61.8
77.5
80.0
75.0
81.8

0.0

0 20 40 60 80 100

□ハローワーク

(%)

43.8

37.3
38.0

16.7
75.0

42.9
40.5
50.0

80.0
50.0

100.0
0.0

45.9
61.0
80.0

29.4
45.2
55.0
57.1
50.0

72.7
66.7

0 20 40 60 80 100

29.9

25.3
30.6
33.3
37.5

19.0
40.5
50.0

0.0
50.0
50.0

75.0
31.1

17.1
20.0

17.6
29.0
45.0

31.4
50.0

72.7
33.3

0 20 40 60 80 100

□民間の就職支援サー
  ビス（ウェブ掲載、
  人材紹介等）

□貴事業所独自の活動
  （自社ホームページ等）

(%) (%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

17.7

14.5
19.8

0.0
12.5
28.6
24.3

0.0
0.0

50.0
50.0

0.0
24.6

9.8
0.0

12.6
14.5
30.0
22.9
33.3
36.4

0.0

0 20 40 60 80 100

□新聞広告等

(%)

2.9

4.8
4.1
0.0
0.0
4.8
2.7
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
2.4
0.0

3.4
2.7
5.0
2.9
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

10.5

12.0
7.4
16.7
12.5
9.5
5.4

30.0
20.0

0.0
0.0
0.0
9.8
9.8

40.0

11.8
10.8
10.0
5.7
8.3
9.1

33.3

0 20 40 60 80 100

□市の就職支援センター □その他

(%) (%)
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（２）人手不足への対策として有効な取組 

問11 人手不足への対策を行うとした場合、どのような取組が有効だと思いますか。 

（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人手不足への対策として有効な取組は、「中途（正規従業員）の採用強化」が55.5％で最も高く、

次いで「業務の効率化・見直し」が47.8％、「新卒者の採用強化」が29.4％、「従業員の多機能化」

が25.8％となっている。 

 

(ｎ＝418)

中途（正規従業員）の採用強化

業務の効率化・見直し

新卒者の採用強化

従業員の多機能化

ＩＴ化・機械化の推進

非正規従業員の採用強化

待遇改善による魅力向上

時間外勤務の増加

その他

特に有効な対策はない

無回答

55.5

47.8

29.4

25.8

24.2

23.9

23.0

4.8

1.9

6.2

1.7

0 10 20 30 40 50 60（％）
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＜人手不足への対策として有効な取組－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

□中途（正規従
  業員）の採用
  強化

55.5

65.1
56.2
66.7
75.0

52.4
59.5
60.0

40.0
25.0

0.0
25.0
57.4

31.7
60.0

45.4
59.1
60.0
68.6

45.8
72.7

33.3

0 20 40 60 80 100 (%)

□業務の効率化・
  見直し

47.8

36.1
52.1
66.7

37.5
33.3
51.4
80.0

60.0
25.0

0.0
50.0
45.9
53.7
40.0

31.9
50.5
65.0
57.1
62.5
63.6

0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

□新卒者の採用
  強化

29.4

32.5
33.9
33.3

75.0
9.5
24.3

65.0
0.0
0.0
0.0
25.0
19.7
19.5
40.0

15.1
26.3
42.5
54.3
45.8
72.7

33.3

0 20 40 60 80 100 (%)

□従業員の
  多機能化

25.8

16.9
33.9
50.0

25.0
4.8
24.3
30.0

0.0
75.0

0.0
25.0
24.6
24.4

60.0

15.1
26.3
32.5
31.4
33.3
63.6
66.7

0 20 40 60 80 100 (%)

□ＩＴ化・
  機械化の推進

24.2

22.9
29.8
16.7
37.5

0.0
18.9

55.0
40.0
25.0

0.0
25.0
24.6

7.3
40.0

13.4
23.1
37.5
28.6
41.7
54.5

33.3

0 20 40 60 80 100 (%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

6.2

10.8
4.1
0.0
0.0
19.0
8.1
0.0
20.0

0.0
50.0

0.0
4.9
0.0
0.0

12.6
4.8
5.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

1.9

3.6
2.5
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
25.0

0.0
0.0
1.6
0.0
0.0

2.5
1.1
2.5
2.9
0.0
9.1
0.0

0 20 40 60 80 100

4.8

3.6
9.1
0.0
0.0
4.8
2.7
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
1.6
2.4

40.0

4.2
4.8
10.0
0.0
4.2
0.0

33.3

0 20 40 60 80 100

23.0

27.7
21.5
16.7
37.5
33.3

16.2
5.0
0.0
25.0

0.0
0.0

34.4
14.6
20.0

21.8
19.9
37.5
25.7
29.2
18.2

0.0

0 20 40 60 80 100

23.9

6.0
22.3
33.3

12.5
9.5
37.8

5.0
0.0
25.0
50.0

25.0
32.8
51.2
80.0

16.8
28.0
12.5
20.0
37.5
45.5
66.7

0 20 40 60 80 100

□非正規従業員
  の採用強化

(%)

□待遇改善に
  よる魅力向上

(%)

□時間外勤務の
  増加

(%)

□その他

(%)

□特に有効な
  対策はない

(%)
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（３）採用方針 

問12 現時点の採用方針についてお尋ねします。該当する番号をそれぞれ○で囲んでくだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現時点の採用方針は、全ての採用区分で「採用予定なし」が最も高くなっている。 

「採用強化」は正規従業員・中途で21.3％と最も高く、次いで正規従業員・既卒で17.7％となっ

ている。また、「通常採用」は正規従業員・中途で33.5％と最も高く、次いで非正規従業員で25.4％

となっている。 

 

採用強化 通常採用 採用縮小 採用予定なし 無回答

(n＝418) （％）

正規従業員・新卒

正規従業員・既卒
（新卒３年目以内）

正規従業員・中途

非正規従業員 11.0

21.3

17.7

14.6

25.4

33.5

24.9

20.6

5.3

5.0

2.9

5.3

53.1

35.9

47.8

53.1

5.3

4.3

6.7

6.5
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＜採用方針－業種別、従業員規模別＞ 

【正規従業員・新卒】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

採用強化 通常採用 採用縮小 採用予定なし 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

18.2

16.7

28.6

25.0

14.0

7.6

4.9

9.8

25.0

15.0

18.9

19.0

25.0

33.3

13.2

21.7

14.6

33.3

45.5

37.5

25.7

25.0

19.4

13.4

20.0

12.2

18.0

25.0

20.0

45.0

13.5

9.5

25.0

16.7

24.8

21.7

20.6

18.2

2.9

5.0

8.1
1.7

34.1
1.6

25.0

12.5

16.7
3.3

5.3

33.3

9.1

45.8

42.9

40.0

53.2

66.4

40.0

39.0

65.6

50.0

50.0

75.0

40.0

30.0

62.2

52.4

37.5

33.3

56.2

51.8

53.1

33.3

9.1

5.0

5.4

10.9

40.0

9.8

4.9

50.0

40.0

10.0

5.4

19.0

2.5

4.8

6.5
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＜採用方針－業種別、従業員規模別＞ 

【正規従業員・既卒（新卒３年目以内）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

採用強化 通常採用 採用縮小 採用予定なし 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

16.7

40.0

30.0

17.7

8.4

20.0

7.3

13.1

10.0

29.7

19.0

37.5

16.7

18.2

22.9

17.7

33.3

27.3

41.7

37.1

20.0

25.8

17.6

20.0

14.6

29.5

75.0

20.0

50.0

18.9

14.3

37.5

33.3

19.8

31.3

24.9

9.1

2.9

7.5
2.7

1.7

2.4

4.9

16.7
3.3

3.6

2.9

54.5

41.7

20.0

37.5

48.4

60.5

20.0

61.0

47.5

25.0

50.0

100.0

40.0

30.0

45.9

47.6

25.0

33.3

57.0

37.3

47.8

33.3

9.1

5.0

5.4

11.8

40.0

14.6

4.9

50.0

40.0

10.0

5.4

19.0

1.7

4.8

6.7
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＜採用方針－業種別、従業員規模別＞ 

【正規従業員・中途】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

採用強化 通常採用 採用縮小 採用予定なし 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

18.2

16.7

28.6

27.5

26.3

10.1

20.0

17.1

18.0

25.0

20.0

10.0

27.0

28.6

25.0

33.3

18.2

28.9

21.3

33.3

27.3

41.7

37.1

32.5

32.3

33.6

40.0

29.3

39.3

50.0

25.0

40.0

45.0

27.0

28.6

37.5

66.7

31.4

32.5

33.5

36.4

4.2

14.3

10.0
3.2

0.8

2.4

3.3

25.0

12.5

10.7
3.6

5.0

9.1

37.5

20.0

25.0

35.5

47.9

20.0

43.9

36.1

25.0

50.0

50.0

40.0

35.0

40.5

38.1

12.5

37.2

32.5

35.9

33.3

9.1

5.0
2.7

7.6

20.0

7.3
3.3

50.0

10.0

5.4

4.8

12.5

2.5

2.4

4.3
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＜採用方針－業種別、従業員規模別＞ 

【非正規従業員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採用強化 通常採用 採用縮小 採用予定なし 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

9.1

12.5

28.6

15.0

10.8

5.0

20.0

7.3

24.6

25.0

25.0

5.0

21.6

9.5

12.5

8.3
3.6

11.0

33.3

54.5

41.7

28.6

17.5

28.0

16.8

40.0

19.5

32.8

50.0

50.0

75.0

55.0

29.7

23.8

25.0

66.7

19.0

16.9

25.4

12.5
2.9

10.0

4.8

4.2

7.3
1.6

10.0
2.7

4.8

6.6

7.2

5.3

66.7

36.4

33.3

40.0

52.5

52.2

63.9

40.0

56.1

37.7

25.0

50.0

60.0

20.0

43.2

47.6

50.0

33.3

62.8

68.7

53.1

5.0

4.3

10.1

9.8
3.3

40.0

10.0
2.7

14.3

12.5

3.3

3.6

5.3
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（４）新卒者の採用方法 

問13 新卒者の採用方法についてお尋ねします。該当する番号を○で囲んでください。 

（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新卒者の採用方法は、「ハローワーク」が32.1％で最も高く、次いで「民間の就職支援サイト等の

利用」が24.6％、「学校への求人票提出」が23.2％、「貴事業所独自の活動」が15.3％となっている。 

 

「その他」について自由記述の主な回答内容を分類した結果は以下のとおりである。 

・新卒者を採用していない・・・33件 

・本社等採用のため不明・・・・ 8件 

(ｎ＝418)

ハローワーク

民間の就職支援サイト等の利用

学校への求人票提出

貴事業所独自の活動

学内説明会への参加

学外説明会への参加

その他

無回答

32.1

24.6

23.2

15.3

8.9

7.4

14.6

21.8

0 10 20 30 40（％）
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＜新卒者の採用方法－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

32.1

32.5
44.6
50.0
62.5

28.6
18.9
20.0

0.0
25.0
50.0

0.0
26.2
19.5
40.0

25.2
30.6
47.5
40.0
37.5
36.4
33.3

0 20 40 60 80 100

□ハローワーク □民間の就職支援
  サイト等の利用

□学校への求人票
  提出

24.6

20.5
19.0

0.0
50.0

19.0
18.9

55.0
20.0
25.0
50.0

25.0
23.0
43.9

20.0

15.1
23.7
35.0
31.4
45.8
36.4
33.3

0 20 40 60 80 100

23.2

26.5
30.6

16.7
50.0

9.5
21.6
20.0
20.0
25.0

0.0
25.0
16.4
14.6

0.0

14.3
14.0

50.0
45.7
37.5

81.8
0.0

0 20 40 60 80 100

15.3

12.0
16.5
16.7
25.0
14.3
16.2
25.0

0.0
25.0
50.0
75.0

9.8
9.8

40.0

10.9
17.7
12.5
8.6
20.8
36.4
33.3

0 20 40 60 80 100 (%)(%) (%) (%)

□貴事業所独自の
  活動

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

8.9

3.6
10.7
0.0

37.5
4.8
13.5
35.0

0.0
25.0

0.0
0.0
3.3
4.9
0.0

2.5
5.4
20.0
20.0
8.3

63.6
0.0

0 20 40 60 80 100

□学内説明会への
  参加

□学外説明会への
  参加

□その他

7.4

3.6
9.1
0.0
12.5
9.5
8.1

35.0
0.0
25.0

0.0
0.0
4.9
0.0
0.0

1.7
4.3
12.5
22.9

8.3
54.5

0.0

0 20 40 60 80 100

14.6

18.1
10.7
16.7

0.0
9.5
13.5
20.0
20.0
25.0

0.0
25.0
19.7
9.8

40.0

12.6
19.4
7.5
8.6
8.3
0.0

66.7

0 20 40 60 80 100(%) (%) (%)
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（５）新卒者の採用実績 

問14 令和２年４月以降の新卒者の採用実績についてお尋ねします。該当者がいない場合は

「０」を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和２年４月以降の新卒者採用数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年４月以降の新卒者の採用実績は、「採用あり」が23.4％、「採用なし」は71.1％となって

いる。 

「採用あり」と回答した98事業者の採用人数は、「市外（県内）出身の大学・大学院卒」が63人

（男性37人・女性26人）で最も多く、次いで「市外（県外）出身の大学・大学院卒」が62人（男性

39人・女性23人）となっている。  

大
学
・
大
院
卒

短
大
・
高
専
・

専
修
卒

高
校
卒

中
学
卒

大
学
・
大
院
卒

短
大
・
高
専
・

専
修
卒

高
校
卒

中
学
卒

大
学
・
大
院
卒

短
大
・
高
専
・

専
修
卒

高
校
卒

中
学
卒

市内出身 市外（県内）出身 市外（県外）出身

13
6

16
26 23

34

13

32

37

21

39

27

3 7 8
35 5

1

26
15

0

32
(8.9%)

62
(17.2%)

33
(9.2%)26

(7.2%)

47
(13.1%)

19
(5.3%)

63
(17.5%)

48
(13.3%)

4
(1.1%)

23
(6.4%)

0
(0.0%)

3
(0.8%)

0

20

40

60

80
 男性（計245人）

 女性（計115人）

（人）

（％）（ｎ＝418)

採用なし
71.1

採用あり
23.4

無回答
5.5
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＜新卒者の採用実績－経年比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採用あり 採用なし 無回答

ｎ （％）

令和２年度 (418)

平成28年度 (509)

平成24年度 (563)

平成20年度 (640) 16.9

20.8

18.9

23.4

77.8

74.8

77.2

71.1

5.3

4.4

3.9

5.5
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＜新卒者の採用実績－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

採用あり 採用なし 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

72.7

50.0

48.6

32.5

21.5

5.9

20.0

36.6

14.8

25.0

50.0

25.0

20.0

25.0

18.9

19.0

37.5

16.7

28.1

18.1

23.4

66.7

9.1

45.8

45.7

60.0

74.2

88.2

80.0

56.1

77.0

75.0

50.0

75.0

80.0

70.0

59.5

76.2

62.5

83.3

69.4

79.5

71.1

18.2

4.2

5.7

7.5

4.3

5.9

7.3

8.2

5.0

21.6

4.8

2.5

2.4

5.5
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（６）新卒者の採用計画の充足 

問15 新卒者の採用実績は、当初の採用計画を充足できましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新卒者の採用実績は、当初の採用計画を充足できたかは、「充足できた」が16.7％、「充足できな

かった」は13.2％となっている。また、「採用計画がなかった」は59.8％となっている。 

 

 

（％）（ｎ＝418)

採用計画が
なかった
59.8

充足
できなかった
13.2

充足できた
16.7

無回答
10.3
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＜新卒者の採用計画の充足－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

充足できた 充足できなかった
採用計画が
なかった

無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

45.5

33.3

20.0

25.0

17.7

5.0

20.0

31.7

4.9

25.0

50.0

25.0

45.0

13.5

4.8

12.5

16.7

19.8

10.8

16.7

36.4

20.8

31.4

20.0

9.1

8.4

4.9

14.8

20.0

5.0

13.5

9.5

12.5

16.7

14.0

19.3

13.2

66.7

41.7

42.9

50.0

65.6

68.1

80.0

56.1

62.3

75.0

50.0

75.0

60.0

40.0

51.4

76.2

62.5

66.7

58.7

62.7

59.8

18.2

4.2

5.7

5.0

7.5

18.5

7.3

18.0

20.0

10.0

21.6

9.5

12.5

7.4

7.2

10.3
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（７）新卒者の採用計画の未充足分への対応 

（問15で、「充足できなかった」と回答した事業所にお尋ねします） 

問15－１ 未充足分にはどのように対応しましたか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新卒者の採用計画の未充足分への対応は、「対応しなかった」が45.5％で最も高く、次いで「中途

採用（正規）を行った」が40.0％となっている。 

 

 

 

 

 

  

(ｎ＝ 55)

中途採用（正規）を行った

非正規従業員を採用した

定年退職者の再雇用等を行った

既卒者（新卒３年目以内）を採用した

対応しなかった

無回答

40.0

9.1

9.1

1.8

45.5

1.8

0 10 20 30 40 50（％）
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（８）インターンシップによる学生の受入れ 

問16 インターンシップによる学生の受入れを行っていますか。 

※インターンシップ：学生が企業等において行う実習・研修的な就業体験。学生の職業意識
の醸成や相互理解の促進などよるミスマッチの防止等の効果が期待
される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターンシップによる学生の受入れは、「行っている」が13.4％、「行っていない」は83.0％と

なっている。 

 

 

（％）（ｎ＝418)

行っていない
83.0

行っている
13.4

無回答
3.6
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＜インターンシップによる学生の受入れ－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行っている 行っていない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

81.8

25.0

25.7

22.5

10.8
2.5

7.3

11.5

25.0

25.0

20.0

30.0

16.2

9.5

18.2

8.4

13.4

100.0

9.1

70.8

68.6

77.5

86.6

92.4

100.0

92.7

78.7

75.0

100.0

75.0

60.0

65.0

73.0

90.5

87.5

100.0

80.2

91.6

83.0

9.1

4.2

5.7

2.7

5.0

9.8

20.0

5.0

10.8

12.5

1.7

3.6
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（９）インターンシップの新卒者採用への効果 

（問16で、「行っている」と回答した事業所にお尋ねします） 

問16－１ 新卒者の採用に効果がありましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターンシップの新卒者採用への効果は、「効果があった」が55.4％、「効果がなかった」は

19.6％となっている。また、「採用活動とは関係がない」は25.0％となっている。 

 

 

 

 

  

（％）（ｎ＝56)

効果が
あった
55.4

採用活動とは
関係がない
25.0

効果が
なかった
19.6
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（10）３年前の新卒者の採用状況 

問17 ３年前（平成29年４月）に採用した新卒者の離職状況についてお尋ねします。 

３年前（平成29年４月）に新卒者の採用はありましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３年前（平成29年４月）の新卒者の採用状況は、「採用あり」が18.9％、「採用なし」は75.8％と

なっている。 

 

 

（％）（ｎ＝418)

採用なし
75.8

採用あり
18.9

無回答
5.3
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＜３年前の新卒者の採用状況－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

採用あり 採用なし 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

81.8

45.8

28.6

20.0

18.3

5.9

26.8

11.5

25.0

25.0

35.0

16.2

4.8

25.0

16.7

24.8

14.5

18.9

100.0

9.1

54.2

65.7

80.0

76.3

86.6

100.0

70.7

82.0

75.0

100.0

75.0

80.0

60.0

67.6

85.7

75.0

66.7

71.9

83.1

75.8

9.1

5.7

5.4

7.6

2.4

6.6

20.0

5.0

16.2

9.5

16.7
3.3

2.4

5.3
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（11）３年前の新卒採用者の離職状況 

（問17で、「採用あり」と回答した事業所にお尋ねします） 

問17－１ 新卒者の採用者数と、そのうち令和２年３月末時点での離職者数について、最終

学歴別にそれぞれ人数を記入してください。該当者がいない場合は「０」を記入し

てください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注1）全体の値は、「平成29年４月に採用した新卒者数」と「令和２年３月末時点の離職者数」の

両方で「０」と回答されたものを除く。 

（注2）「離職率」は、「平成29年４月に採用した新卒者数」に占める「うち令和２年３月末時点の

離職者数」の割合を示す。 

３年前（平成29年４月）の新卒採用者の離職状況は、大学・大学院卒では、平成29年４月に採用

した新卒者数が127人で、うち令和２年３月末時点の離職者数が29人となっており、離職率は22.8％

となっている。また、高校卒では、平成29年４月に採用した新卒者数が60人で、うち令和２年３月

末時点の離職者数が21人となっており、離職率は35.0％となっている。 

 

＜離職率－採用区分別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（ｎ＝49） （ｎ＝18） （ｎ＝24） （ｎ＝2）

大
学
・

大
学
院
卒

短
大
・

高
専
・

専
修
卒

高
校
卒

中
学
卒

127

60

2

13
21

1

42

29

35.0％

22.8％
31.0％

50.0％

0

20

40

60

80

100

120

140

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

 平成29年４月に採用した新卒者数

 うち令和２年３月末時点の離職者数

 離職率（注２）（人） （％）

10％
未満

10％台 20％台 30％台 40％台 50％台 60％台 70％台 80％台 90％台 100％

ｎ （％）

大学・大学院卒 ( 49)

短大・高専・専修卒 ( 18)

高校卒 ( 24)

中学卒 ( 2) 50.0

45.8

77.8

61.2

4.2 4.2

5.6

2.0

8.3

2.0

8.3

5.6

16.3

8.3

50.0

20.8

11.1

18.4
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＜離職率－経年比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10％
未満

10％台 20％台 30％台 40％台 50％台 60％台 70％台 80％台 90％台 100%

ｎ
【大学・大学院卒】

（％）

令和２年度 ( 49)

平成28年度 ( 62)

平成24年度 ( 93)

【短大・高専・専修卒】

令和２年度 ( 18)

平成28年度 ( 18)

平成24年度 ( 45)

【高校卒】

令和２年度 ( 24)

平成28年度 ( 47)

平成24年度 ( 74)

【中学卒】

令和２年度 ( 2)

平成28年度 ( 3)

平成24年度 ( 15)

61.2

53.2

68.8

77.8

61.1

57.8

45.8

42.6

52.7

50.0

33.3

3.2

1.1

6.7

2.1

5.4

6.7

4.8

7.5

5.6

2.2

4.2

6.4

20.0

2.0

6.5

7.5

5.6

5.6

11.1

4.2

6.8

2.0

2.2

2.2

8.3

2.1

4.1

16.3

14.5

3.2

5.6

5.6

11.1

8.3

17.0

13.5

20.0

3.2

1.1

11.1

2.2

8.3

6.4

1.4

3.2

1.4

1.1

1.4

18.4

11.3

7.5

11.1

11.1

6.7

20.8

23.4

13.5

50.0

100.0

20.0
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（12）中途採用の状況 

問18 過去１年間の中途採用（正規）の状況についてお尋ねします。 

過去１年間に中途採用（正規）はありましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去１年間の中途採用（正規）の状況は、「採用あり」が45.2％、「採用なし」は51.0％となって

いる。 

 

 

＜中途採用の状況－経年比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採用あり 採用なし 無回答

ｎ （％）

令和２年度 (418)

平成28年度 (509)

平成24年度 (563)

平成20年度 (640) 47.7

40.3

41.8

45.2

44.7

54.7

50.9

51.0

7.7

5.0

7.3

3.8

（％）（ｎ＝418)

採用あり
45.2

採用なし
51.0

無回答
3.8
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＜中途採用の状況－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

採用あり 採用なし 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

63.6

62.5

65.7

67.5

45.7

26.1

60.0

41.5

42.6

25.0

50.0

50.0

40.0

25.0

32.4

57.1

87.5

50.0

49.6

45.8

45.2

66.7

27.3

29.2

31.4

30.0

51.1

69.7

40.0

51.2

54.1

75.0

50.0

50.0

60.0

70.0

56.8

38.1

12.5

50.0

47.9

51.8

51.0

9.1

8.3
2.9

2.5

3.2

4.2

7.3
3.3

5.0

10.8

4.8

2.5

2.4

3.8
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（13）中途採用者数 

（問18で、「採用あり」と回答した事業所にお尋ねします） 

問18－１ 中途採用者の人数（男女別・年齢別）をそれぞれ記入してください。該当者がい

ない場合は「０」を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去１年間の中途採用（正規）の状況について、「採用あり」と回答した189事業者の男女別・年

齢別採用人数は、「30～39歳」が179人（男性145人・女性34人）で最も多く、次いで「40～49歳」が

172人（男性141人・女性31人）、「29歳以下」が170人（男性136人・女性34人）となっている。 

 

 

  

29
歳
以
下

30

39
歳

40

49
歳

50

59
歳

60
歳
以
上

34 31
16

145

95

60

5
34

141136

170
(24.4%)

179
(25.7%)

65
(9.3%)

172
(24.7%)

111
(15.9%)

0

50

100

150

200

250
 男性(計577人)

 女性(計120人)

（人）

～～～
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（14）中途採用の目的 

（問18で、「採用あり」と回答した事業所にお尋ねします） 

問18－２ 中途採用の目的は何ですか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中途採用の目的は、「欠員の補充」が64.6％で最も高く、次いで「専門人材の確保」が27.5％、「事

業拡大等への増員対応」が23.8％、「事業継続への備え（通年募集）」が16.9％となっている。 

 

 

  

(ｎ＝189)

欠員の補充

専門人材の確保

事業拡大等への増員対応

事業継続への備え（通年募集）

幹部候補者の確保

新卒採用の未充足分

その他

無回答

64.6

27.5

23.8

16.9

7.9

3.7

2.1

3.7

0 10 20 30 40 50 60 70（％）
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４．多様な人材の雇用状況等について 

（１）高齢者（65歳以上）、女性、障害者、外国人の雇用状況 

問19 現在、高齢者（65歳以上）、女性、障害者、外国人を雇用していますか。該当する番号

をそれぞれ○で囲んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者（65歳以上）、女性、障害者、外国人の雇用状況をみると、正規従業員、非正規従業員とも

「雇用している」は女性で最も高くなっている。 

正規従業員でみると、「雇用している」は女性で59.3％と最も高く、次いで高齢者（65歳以上）で

30.6％となっている。一方、「雇用していない」は障害者で74.4％と最も高く、次いで外国人で72.7％

となっている。 

非正規従業員でみると、「雇用している」は女性で41.6％と最も高く、次いで高齢者（65歳以上）

で38.5％となっている。一方、「雇用していない」は外国人で75.8％と最も高く、次いで障害者で

74.6％となっている。 

 

 

雇用している 雇用していない 無回答

（％）

 高齢者
 （65歳以上）

 女性

 障害者

 外国人

 高齢者
 （65歳以上）

 女性

 障害者

 外国人

(n＝418)

正
規
従
業
員

非
正
規
従
業
員

30.6

59.3

11.5

14.4

38.5

41.6

10.0

8.4 75.8

74.6

46.4

51.2

72.7

74.4

30.9

60.8

15.8

15.3

12.0

10.3

12.9

14.1

9.8

8.6
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＜高齢者（65歳以上）、女性、障害者、外国人の雇用状況－業種別、従業員規模別＞ 

【正規従業員・高齢者（65歳以上）】    【正規従業員・女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

雇用している 雇用していない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

36.4

37.5

28.6

45.0

31.7

23.5

20.0

24.4

24.6

50.0

40.0
5.0

18.9

47.6

12.5

16.7

33.1

45.8

30.6

66.7

63.6

54.2

62.9

52.5

62.4

61.3

60.0

70.7

63.9

50.0

100.0

100.0

60.0

95.0

67.6

38.1

87.5

66.7

57.9

47.0

60.8

33.3

8.3

8.6
2.5

5.9

15.1

20.0
4.9

11.5

13.5

14.3

16.7

9.1

7.2

8.6

雇用している 雇用していない 無回答

（％）

59.3

56.6

61.2

33.3

50.0

28.6

56.8

80.0

60.0

75.0

75.0

63.9

65.9

60.0

45.4

58.1

60.0

80.0

91.7

90.9

66.7

30.9

31.3

29.8

50.0

37.5

52.4

27.0

20.0

20.0

25.0

100.0

25.0

31.1

26.8

20.0

41.2

33.3

32.5

8.6

4.2

9.1

9.8

12.0

9.1

16.7

12.5

19.0

16.2

20.0

4.9

7.3

20.0

13.4

8.6

7.5

11.4

4.2

33.3
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＜高齢者（65歳以上）、女性、障害者、外国人の雇用状況－業種別、従業員規模別＞ 

【正規従業員・障害者】          【正規従業員・外国人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

雇用している 雇用していない 無回答

（％）

33.3

81.8

16.7

42.9

20.0

10.8
2.5

20.0
2.4

11.5

25.0

25.0

5.4

9.5

12.5

25.6

15.7

14.4

33.3

18.2

79.2

48.6

67.5

79.0

76.5

60.0

90.2

77.0

75.0

100.0

75.0

80.0

100.0

75.7

71.4

75.0

83.3

61.2

68.7

72.7

33.3

4.2

8.6

12.5

10.2

21.0

20.0

7.3

11.5

20.0

18.9

19.0

12.5

16.7

13.2

15.7

12.9

雇用している 雇用していない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

72.7

41.7

22.9

17.5
5.4

3.4

40.0

7.3
3.3

5.0

13.5
4.8

20.7

10.8

11.5

33.3

27.3

50.0

65.7

70.0

82.3

76.5

40.0

85.4

82.0

100.0

100.0

100.0

80.0

95.0

67.6

76.2

87.5

83.3

64.5

72.3

74.4

33.3

8.3

11.4

12.5

12.4

20.2

20.0

7.3

14.8

20.0

18.9

19.0

12.5

16.7

14.9

16.9

14.1
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＜高齢者（65歳以上）、女性、障害者、外国人の雇用状況－業種別、従業員規模別＞ 

【非正規従業員・高齢者（65歳以上）】   【非正規従業員・女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

雇用している 雇用していない 無回答

（％）

33.3

90.9

87.5

68.6

47.5

36.0

26.9

60.0

31.7

54.1

75.0

50.0

100.0

65.0

64.9

38.1

25.0

33.3

38.8

25.3

41.6

33.3

9.1

8.3

22.9

45.0

53.8

53.8

20.0

61.0

37.7

25.0

50.0

80.0

35.0

27.0

47.6

62.5

50.0

47.9

55.4

46.4

33.3

4.2

8.6

7.5

10.2

19.3

20.0

7.3

8.2

20.0

8.1

14.3

12.5

16.7

13.2

19.3

12.0

雇用している 雇用していない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

90.9

66.7

62.9

47.5

36.0

21.8

20.0

31.7

55.7

75.0

50.0

100.0

40.0

10.0

43.2

47.6

25.0

33.3

41.3

25.3

38.5

33.3

9.1

20.8

31.4

45.0

54.3

64.7

60.0

61.0

37.7

25.0

50.0

60.0

90.0

48.6

38.1

62.5

66.7

46.3

59.0

51.2

33.3

12.5
5.7

7.5

9.7

13.4

20.0

7.3

6.6

8.1

14.3

12.5

12.4

15.7

10.3
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＜高齢者（65歳以上）、女性、障害者、外国人の雇用状況－業種別、従業員規模別＞ 

【非正規従業員・障害者】         【非正規従業員・外国人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

雇用している 雇用していない 無回答

（％）

33.3

63.6

33.3

11.4

10.0

4.8

1.7

20.0

9.8

25.0

25.0

10.8

4.8

14.9

3.6

8.4

33.3

36.4

58.3

74.3

80.0

80.6

75.6

60.0

90.2

77.0

75.0

100.0

75.0

80.0

100.0

67.6

76.2

75.0

83.3

69.4

74.7

75.8

33.3

8.3

14.3

10.0

14.5

22.7

20.0

9.8

13.1

20.0

21.6

19.0

25.0

16.7

15.7

21.7

15.8

雇用している 雇用していない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

72.7

45.8

31.4

10.0
2.2

2.5

20.0
4.9

23.0

25.0

5.0

10.8
4.8

14.9

10.0

33.3

27.3

45.8

57.1

82.5

83.9

73.9

60.0

85.4

65.6

100.0

100.0

75.0

80.0

95.0

70.3

76.2

87.5

83.3

68.6

78.3

74.6

33.3

8.3

11.4

7.5

14.0

23.5

20.0

9.8

11.5

20.0

18.9

19.0

12.5

16.7

16.5

21.7

15.3
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（２）過去１年間の採用状況及び離職状況 

問20 過去１年間の採用状況及び離職状況についてお尋ねします。該当する番号を採用状

況、離職状況それぞれ○で囲んでください。 

 

【過去１年間の採用状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【過去１年間の離職状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去１年間の採用状況は、「採用していない」が最も高くなっている。一方、「採用した」は正規

従業員、非正規従業員とも女性で最も高くなっている。 

過去１年間の離職状況は、女性を除き、「雇用していない」が最も高くなっている。「離職した人

がいる」は女性で最も高く、正規従業員で12.4％、非正規従業員で17.7％となっている。 

  

採用した 採用していない 無回答

（％）

 高齢者
 （65歳以上）

 女性

 障害者

 外国人

 高齢者
 （65歳以上）

 女性

 障害者

 外国人

(n＝418)

正
規
従
業
員

非
正
規
従
業
員 5.3

2.2

23.4

12.2

6.0
2.2

20.6

3.8

82.3

84.9

65.1

77.5

83.7

86.8

69.4

85.9

12.4

12.9

11.5

10.3

10.3

11.0

10.0

10.3

離職した人がいる 離職した人はいない 雇用していない 無回答

（％）

 高齢者
 （65歳以上）

 女性

 障害者

 外国人

 高齢者
 （65歳以上）

 女性

 障害者

 外国人

正
規
従
業
員

非
正
規
従
業
員

(n＝418)

2.2

1.9

17.7

13.4

2.6

1.2

12.4

5.7

19.4

19.9

25.6

24.6

23.0

22.0

42.6

28.9

59.8

59.3

39.0

45.9

57.4

59.3

29.4

49.0

18.7

18.9

17.7

16.0

17.0

17.5

15.6

16.3
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＜過去１年間の採用状況－業種別、従業員規模別＞ 

【正規従業員・高齢者（65歳以上）】   【正規従業員・女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

採用した 採用していない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

9.1

12.5
5.7

2.5

3.8

1.7

7.3

6.6

5.0

9.5

12.5

2.5

2.4

3.8

66.7

81.8

79.2

82.9

90.0

88.7

83.2

80.0

87.8

83.6

100.0

100.0

100.0

100.0

90.0

81.1

66.7

87.5

83.3

87.6

88.0

85.9

33.3

9.1

8.3

11.4

7.5

7.5

15.1

20.0
4.9

9.8

5.0

18.9

23.8

16.7

9.9

9.6

10.3

採用した 採用していない 無回答

（％）

33.3

72.7

58.3

42.9

20.0

18.8
4.2

40.0

31.7

21.3

25.0

50.0

20.0

25.0

13.5

9.5

12.5

16.7

23.1

14.5

20.6

33.3

18.2

33.3

48.6

72.5

73.1

81.5

40.0

63.4

70.5

75.0

100.0

50.0

80.0

70.0

67.6

71.4

75.0

66.7

66.9

75.9

69.4

33.3

9.1

8.3

8.6

7.5

8.1

14.3

20.0
4.9

8.2

5.0

18.9

19.0

12.5

16.7

9.9

9.6

10.0
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＜過去１年間の採用状況－業種別、従業員規模別＞ 

【正規従業員・障害者】         【正規従業員・外国人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

採用した 採用していない 無回答

（％）

33.3

45.5
4.2

14.3

7.5
4.3

1.7

20.0

1.6

25.0

2.7

9.5

12.5

10.7
6.0

6.0

33.3

45.5

87.5

77.1

82.5

87.6

84.0

60.0

95.1

88.5

100.0

100.0

75.0

100.0

95.0

78.4

66.7

75.0

83.3

80.2

84.3

83.7

33.3

9.1

8.3

8.6

10.0

8.1

14.3

20.0
4.9

9.8

5.0

18.9

23.8

12.5

16.7

9.1

9.6

10.3

採用した 採用していない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

27.3

8.3

7.5

20.0

4.8

5.8

2.2

33.3

63.6

83.3

88.6

82.5

91.4

84.9

60.0

95.1

90.2

100.0

100.0

100.0

100.0

95.0

78.4

71.4

87.5

83.3

84.3

89.2

86.8

33.3

9.1

8.3

11.4

10.0

8.6

15.1

20.0
4.9

9.8

5.0

21.6

23.8

12.5

16.7

9.9

10.8

11.0
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＜過去１年間の採用状況－業種別、従業員規模別＞ 

【非正規従業員・高齢者（65歳以上）】  【非正規従業員・女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

採用した 採用していない 無回答

（％）

33.3

72.7

62.5

45.7

32.5

17.2

10.9

40.0

17.1

34.4

25.0

100.0

100.0

35.0

32.4

19.0

25.0

33.3

20.7

10.8

23.4

33.3

27.3

29.2

45.7

62.5

69.9

75.6

40.0

75.6

59.0

75.0

100.0

60.0

51.4

57.1

62.5

50.0

67.8

74.7

65.1

33.3

8.3

8.6
5.0

12.9

13.4

20.0

7.3

6.6

5.0

16.2

23.8

12.5

16.7

11.6

14.5

11.5

採用した 採用していない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

72.7

37.5

22.9

17.5

7.0
4.2

20.0

9.8

23.0

50.0

10.8

28.6

25.0

33.3

11.6

2.4

12.2

33.3

27.3

54.2

71.4

77.5

81.7

83.2

60.0

80.5

73.8

100.0

100.0

50.0

100.0

95.0

75.7

47.6

62.5

50.0

77.7

85.5

77.5

33.3

8.3
5.7

5.0

11.3

12.6

20.0

9.8
3.3

5.0

13.5

23.8

12.5

16.7

10.7

12.0

10.3
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＜過去１年間の採用状況－業種別、従業員規模別＞ 

【非正規従業員・障害者】        【非正規従業員・外国人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

採用した 採用していない 無回答

（％）

33.3

36.4

20.8

8.6
5.0

3.2

0.8

20.0
2.4

9.8

25.0

5.4

4.8

5.8

3.6

5.3

33.3

63.6

70.8

80.0

87.5

84.4

83.2

60.0

87.8

78.7

100.0

100.0

75.0

100.0

95.0

75.7

71.4

87.5

83.3

83.5

81.9

82.3

33.3

8.3

11.4

7.5

12.4

16.0

20.0

9.8

11.5

5.0

18.9

23.8

12.5

16.7

10.7

14.5

12.4

採用した 採用していない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

27.3

8.3
5.7

2.5

0.5

4.9

1.6

25.0

2.7

4.8

2.5

2.2

66.7

72.7

79.2

82.9

90.0

86.6

84.0

80.0

85.4

85.2

100.0

100.0

75.0

100.0

95.0

78.4

71.4

87.5

83.3

86.0

85.5

84.9

33.3

12.5

11.4

7.5

12.9

16.0

20.0

9.8

13.1

5.0

18.9

23.8

12.5

16.7

11.6

14.5

12.9
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＜過去１年間の離職状況－業種別、従業員規模別＞ 

【正規従業員・高齢者（65歳以上）】   【正規従業員・女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

離職した人
がいる

離職した人
はいない

雇用して
いない

無回答

（％）

33.3

54.5

37.5

31.4

10.0

9.7
2.5

20.0

9.8

23.0

25.0

25.0

20.0

10.0
5.4

14.3

12.5

12.4

8.4

12.4

33.3

36.4

50.0

54.3

42.5

47.3

31.1

60.0

48.8

45.9

25.0

75.0

40.0

40.0

45.9

28.6

37.5

50.0

43.0

38.6

42.6

5.7

35.0

26.3

48.7

34.1

23.0

50.0

100.0

20.0

35.0

21.6

42.9

37.5

33.3

25.6

36.1

29.4

33.3

9.1

12.5

8.6

12.5

16.7

17.6

20.0

7.3

8.2

20.0

15.0

27.0

14.3

12.5

16.7

19.0

16.9

15.6

離職した人
がいる

離職した人
はいない

雇用して
いない

無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

5.7

4.8

6.6

14.3

2.7

5.0

20.0

25.0

4.9

4.9

2.5

5.9

5.0

8.6

16.7

9.1

28.9

32.5

28.9

33.3

28.6

29.7

10.0

50.0

25.0

41.0

17.1

60.0

26.1

30.6

25.0

37.1

25.0

27.3

33.3

49.0

47.0

44.6

50.0

87.5

38.1

40.5

75.0

40.0

50.0

100.0

50.0

42.6

70.7

20.0

53.8

46.2

57.5

40.0

45.8

54.5

33.3

16.3

15.7

19.8

16.7

12.5

19.0

27.0

10.0

40.0

11.5

7.3

20.0

17.6

17.2

12.5

14.3

12.5

9.1

33.3
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＜過去１年間の離職状況－業種別、従業員規模別＞ 

【正規従業員・障害者】         【正規従業員・外国人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

離職した人
がいる

離職した人
はいない

雇用して
いない

無回答

（％）

27.3
4.2

2.9

10.0
0.5

0.8

3.3

25.0

4.8

4.1

2.4

2.6

66.7

45.5

16.7

45.7

17.5

21.0

19.3

60.0

9.8

34.4

25.0

10.0

16.2

23.8

12.5

33.3

26.4

22.9

23.0

18.2

66.7

40.0

60.0

60.2

60.5

20.0

82.9

49.2

100.0

100.0

50.0

60.0

80.0

56.8

52.4

75.0

50.0

49.6

56.6

57.4

33.3

9.1

12.5

11.4

12.5

18.3

19.3

20.0

7.3

13.1

40.0

10.0

27.0

19.0

12.5

16.7

19.8

18.1

17.0

離職した人
がいる

離職した人
はいない

雇用して
いない

無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

9.1

8.3
2.9

2.5

1.6

4.8

2.5

1.2

33.3

54.5

33.3

28.6

20.0

18.8

20.2

40.0

12.2

32.8

25.0

10.0

16.2

19.0

33.3

25.6

22.9

22.0

33.3

27.3

45.8

54.3

65.0

62.9

59.7

40.0

80.5

50.8

100.0

100.0

75.0

60.0

80.0

56.8

57.1

87.5

50.0

51.2

59.0

59.3

33.3

9.1

12.5

14.3

12.5

18.3

20.2

20.0

7.3

14.8

40.0

10.0

27.0

19.0

12.5

16.7

20.7

18.1

17.5
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＜過去１年間の離職状況－業種別、従業員規模別＞ 

【非正規従業員・高齢者（65歳以上）】  【非正規従業員・女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

離職した人
がいる

離職した人
はいない

雇用して
いない

無回答

（％）

33.3

72.7

58.3

34.3

15.0

11.8

9.2

40.0

22.0

26.2

25.0

50.0

100.0

10.0

27.0
4.8

12.5

16.7

17.4
6.0

17.7

18.2

16.7

28.6

37.5

28.5

19.3

20.0

17.1

31.1

25.0

50.0

45.0

24.3

38.1

25.0

33.3

27.3

18.1

25.6

33.3

9.1

12.5

17.1

40.0

40.9

50.4

20.0

51.2

26.2

50.0

60.0

35.0

24.3

38.1

50.0

33.3

37.2

54.2

39.0

33.3

12.5

20.0

7.5

18.8

21.0

20.0

9.8

16.4

40.0

10.0

24.3

19.0

12.5

16.7

18.2

21.7

17.7

離職した人
がいる

離職した人
はいない

雇用して
いない

無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

54.5

45.8

17.1

17.5

9.7
5.9

20.0

9.8

23.0

50.0

50.0

18.9

23.8

12.5

15.7

2.4

13.4

36.4

8.3

40.0

25.0

26.9

19.3

20.0

14.6

29.5

50.0

50.0

20.0

10.0

18.9

38.1

12.5

50.0

25.6

25.3

24.6

33.3

9.1

33.3

25.7

50.0

45.7

57.1

40.0

63.4

34.4

50.0

50.0

40.0

80.0

40.5

23.8

62.5

33.3

41.3

54.2

45.9

33.3

12.5

17.1

7.5

17.7

17.6

20.0

12.2

13.1

40.0

10.0

21.6

14.3

12.5

16.7

17.4

18.1

16.0
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＜過去１年間の離職状況－業種別、従業員規模別＞ 

【非正規従業員・障害者】        【非正規従業員・外国人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

離職した人
がいる

離職した人
はいない

雇用して
いない

無回答

（％）

27.3

8.3
2.9

2.5

1.7

1.6

2.7

5.0

1.2

2.2

33.3

45.5

16.7

20.0

17.5

19.9

16.8

40.0

12.2

29.5

25.0

50.0

10.0

13.5

23.8

33.3

20.7

16.9

19.4

33.3

27.3

62.5

57.1

67.5

60.8

59.7

40.0

78.0

50.8

75.0

100.0

50.0

60.0

80.0

54.1

57.1

87.5

50.0

55.4

60.2

59.8

33.3

12.5

20.0

12.5

19.4

21.8

20.0

9.8

18.0

40.0

10.0

29.7

19.0

12.5

16.7

19.0

21.7

18.7

離職した人
がいる

離職した人
はいない

雇用して
いない

無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

27.3
4.2

2.9

5.0

0.5

4.9

25.0

3.3

1.9

33.3

54.5

33.3

28.6

17.5

16.7

16.8

40.0

17.1

34.4

25.0

10.0

16.2

23.8

33.3

20.7

14.5

19.9

33.3

18.2

50.0

48.6

65.0

62.9

61.3

40.0

73.2

42.6

100.0

100.0

50.0

60.0

80.0

54.1

57.1

87.5

50.0

56.2

63.9

59.3

33.3

12.5

20.0

12.5

19.9

21.8

20.0

9.8

18.0

40.0

10.0

29.7

19.0

12.5

16.7

19.8

21.7

18.9



第２章 調査結果の詳細 

 - 70 - 

（３）積極的な高齢者の雇用予定 

問21 今後、高齢者の雇用を積極的に進めていく予定がありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、高齢者の雇用を積極的に進めていく予定は、「ある」が20.3％、「ない」は77.3％となって

いる。 

 

（％）（ｎ＝418)

ある
20.3

ない
77.3

無回答
2.4
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＜積極的な高齢者の雇用予定－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある ない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

36.4

29.2

14.3

27.5

22.0

13.4

20.0

14.6

31.1

50.0

50.0

50.0

15.0

18.9

23.8

33.3

19.8

15.7

20.3

33.3

63.6

70.8

82.9

70.0

75.3

84.9

60.0

80.5

67.2

50.0

50.0

50.0

100.0

75.0

78.4

76.2

100.0

66.7

78.5

83.1

77.3

33.3

2.9

2.5

2.7

1.7

20.0

4.9
1.6

10.0
2.7

1.7

1.2

2.4
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（４）高齢者の雇用を進めるとした場合に考えられる課題 

問22 貴事業所において、高齢者の雇用を進めるとした場合に考えられる課題はあります

か。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者の雇用を進めるとした場合に考えられる課題は、「高齢者に適した業務の確保」が51.7％

で最も高く、次いで「職場での事故の防止」が48.1％、「労働意欲の維持・喚起」が33.0％、「職場

内における風土の醸成」が14.1％となっている。 

 

(ｎ＝418)

高齢者に適した業務の確保

職場での事故の防止

労働意欲の維持・喚起

職場内における風土の醸成

高齢者に配慮した職場環境の整備
（バリアフリー化・補助設備導入など）

早期離職の防止

その他

特に課題はない

無回答

51.7

48.1

33.0

14.1

11.0

8.6

3.3

12.4

6.5

0 10 20 30 40 50 60（％）
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＜高齢者の雇用を進めるとした場合に考えられる課題－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

51.7

50.6
49.6

33.3
62.5

47.6
45.9
50.0
60.0

0.0
50.0

25.0
60.7
65.9

20.0

43.7
55.4
55.0
57.1
50.0
63.6

0.0

0 20 40 60 80

□高齢者に適した
  業務の確保

□職場での事故の
  防止

□労働意欲の維持・
  喚起

48.1

60.2
56.2

33.3
37.5
57.1
56.8

5.0
20.0
25.0

0.0
0.0

49.2
26.8
20.0

46.2
46.8
45.0
54.3
58.3
72.7

0.0

0 20 40 60 80

33.0

19.3
31.4

16.7
25.0
28.6
40.5
40.0

60.0
50.0
50.0

75.0
34.4
48.8
40.0

23.5
36.0
32.5
37.1
41.7
54.5

33.3

0 20 40 60 80

14.1

6.0
13.2

0.0
0.0
9.5
8.1
15.0

40.0
25.0

0.0
25.0

9.8
43.9
40.0

10.1
14.0
17.5
8.6
25.0

45.5
0.0

0 20 40 60 80 (%)(%) (%) (%)

□職場内における
  風土の醸成

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

11.0

7.2
18.2
16.7
12.5
4.8
16.2

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
8.2
4.9

40.0

12.6
4.3
10.0
22.9
20.8

45.5
33.3

0 20 40 60 80

□高齢者に配慮した
  職場環境の整備
  （バリアフリー化・
  補助設備導入など）

□早期離職の防止 □その他

8.6

7.2
9.1
0.0
0.0
14.3

2.7
0.0
0.0

50.0
50.0

0.0
18.0

0.0
20.0

7.6
8.6
5.0
11.4
16.7
9.1
0.0

0 20 40 60 80

3.3

1.2
2.5
0.0
12.5
9.5
2.7
5.0
0.0
0.0
0.0
0.0
6.6
2.4
0.0

2.5
3.2
0.0
5.7
12.5

0.0
0.0

0 20 40 60 80

12.4

15.7
14.0

0.0
12.5
19.0

8.1
10.0

40.0
0.0

50.0
0.0
4.9
14.6

0.0

20.2
11.3
10.0
8.6
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 (%)(%) (%) (%)

□特に課題はない
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（５）高齢者の雇用を進めるために行っている取組 

問23 貴事業所において、高齢者の雇用を進めるために、どのような取組を行っていますか。 

（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者の雇用を進めるために行っている取組は、「継続雇用（再雇用）」が45.5％で最も高く、次

いで「定年制度の廃止・延長」が16.7％、「高齢者に適した業務の確保」が16.5％となっている。一

方、「取組を行っていない」は37.6％となっている。 

 

(ｎ＝418)

継続雇用（再雇用）

定年制度の廃止・延長

高齢者に適した業務の確保

職場内における意識啓発

高齢者に配慮した職場環境の整備
（バリアフリー化・補助設備導入など）

その他

取組を行っていない

無回答

45.5

16.7

16.5

6.0

1.2

0.2

37.6

6.0

0 10 20 30 40 50（％）
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＜高齢者の雇用を進めるために行っている取組－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

45.5

41.0
49.6

33.3
37.5
42.9
40.5
45.0

0.0
75.0

50.0
25.0
37.7

65.9
60.0

16.8
52.2
65.0
57.1
75.0
72.7

33.3

0 20 40 60 80 100

□継続雇用
  （再雇用）

□定年制度の廃止・
  延長

□高齢者に適した
  業務の確保

16.7

19.3
19.8
16.7

0.0
4.8
10.8
15.0

0.0
0.0
0.0
0.0
23.0
17.1

0.0

9.2
20.4
22.5
20.0
16.7
9.1
0.0

0 20 40 60 80 100

16.5

16.9
18.2
16.7

0.0
14.3
16.2
15.0

0.0
0.0
0.0
0.0
24.6
12.2
0.0

11.8
14.5
22.5
28.6
20.8
36.4

0.0

0 20 40 60 80 100

6.0

0.0
7.4
0.0
0.0
9.5
5.4
15.0

0.0
0.0
0.0
0.0
8.2
7.3
20.0

2.5
7.5
7.5
5.7
4.2
9.1
33.3

0 20 40 60 80 100 (%)(%) (%) (%)

□職場内における
  意識啓発

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

1.2

2.4
1.7
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

50.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0.8
1.1
0.0
2.9
0.0
9.1
0.0

0 20 40 60 80 100

□高齢者に配慮した
  職場環境の整備
  （バリアフリー化・
  補助設備導入など）

□その他 □取組を行って
  いない

0.2

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
25.0

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
9.1
0.0

0 20 40 60 80 100

37.6

38.6
35.5
50.0
62.5

42.9
43.2
35.0

100.0
0.0
0.0

75.0
37.7

22.0
40.0

61.3
31.7
20.0
22.9
20.8
18.2

66.7

0 20 40 60 80 100(%) (%) (%)
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（６）高齢者の雇用に向けた取組を進めたことにより得られた効果 

（問23で、「何らかの取組を行っている」と回答した事業所にお尋ねします） 

問23－１ 高齢者の雇用に向けた取組を進めたことにより、どのような効果がありました

か。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者の雇用に向けた取組を進めたことにより得られた効果は、「離職率が低下した」が19.9％

で最も高く、次いで「従業員の労働意欲が向上した」が14.8％、「高齢者に限らず多様な人材を確保

しやすくなった」が11.4％となっている。一方、「特に効果はない」は42.4％となっている。 

 

 

 

 

  

(ｎ＝236)

離職率が低下した

従業員の労働意欲が向上した

高齢者に限らず多様な人材を
確保しやすくなった

生産性が向上した

企業イメージの向上につながった

業績が向上した

新製品・サービスの開発や
新たな販路開拓につながった

その他

特に効果はない

無回答

19.9

14.8

11.4

9.7

5.1

4.2

0.0

3.8

42.4

6.4

0 10 20 30 40 50 （％）
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（７）積極的な女性の雇用や登用予定 

問24 今後、女性の雇用や登用を積極的に進めていく予定がありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、女性の雇用や登用を積極的に進めていく予定は、「ある」が53.6％、「ない」は44.3％とな

っている。 

 

（％）（ｎ＝418)

ある
53.6

ない
44.3

無回答
2.2
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＜積極的な女性の雇用や登用予定－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある ない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 66.7

72.7

83.3

71.4

65.0

57.0

31.1

60.0

75.6

65.6

50.0

100.0

50.0

60.0

65.0

56.8

38.1

62.5

83.3

49.6

34.9

53.6

33.3

18.2

16.7

25.7

35.0

40.3

67.2

40.0

24.4

31.1

50.0

50.0

40.0

25.0

37.8

57.1

37.5

16.7

48.8

65.1

44.3

9.1

2.9

2.7

1.7

3.3

10.0

5.4

4.8

1.7

2.2
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（８）女性を雇用・登用するとした場合に考えられる課題 

問25 貴事業所において、女性を雇用・登用するとした場合に考えられる課題はどのような

点ですか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性を雇用・登用するとした場合に考えられる課題は、「適切な業務の割振り」が33.3％で最も高

く、次いで「適切な職位への配置」が28.5％、「女性に配慮した職場環境の整備（更衣室・トイレ改

修など）」が28.0％、「職場内における風土の醸成」が25.6％となっている。 

 

(ｎ＝418)

適切な業務の割振り

適切な職位への配置

女性に配慮した職場環境の整備
（更衣室・トイレ改修など）

職場内における風土の醸成

社内支援制度（勤務時間・休暇など）
や研修制度の充実

労働意欲の維持・喚起

人事評価基準の明確化

その他

特に課題はない

無回答

33.3

28.5

28.0

25.6

24.9

18.7

13.6

2.4

19.1

7.9

0 10 20 30 40 （％）



第２章 調査結果の詳細 

 - 80 - 

＜女性を雇用・登用するとした場合に考えられる課題－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

□適切な業務の
  割振り

33.3

34.9
33.9
33.3

0.0
38.1
27.0
35.0
60.0

25.0
50.0
50.0
41.0

24.4
0.0

31.1
32.3
47.5

31.4
37.5
27.3

0.0

0 20 40 60 80 (%)

□適切な職位へ
  の配置

28.5

24.1
30.6

16.7
0.0
14.3
8.1

50.0
40.0

0.0
0.0
25.0
32.8
51.2

20.0

16.0
33.3
42.5

22.9
25.0

63.6
0.0

0 20 40 60 80 (%)

□女性に配慮した
  職場環境の整備
  （更衣室・トイ
  レ改修など）

28.0

25.3
34.7

16.7
25.0
47.6

18.9
5.0
20.0

0.0
0.0
0.0

39.3
17.1
20.0

22.7
28.0
42.5

28.6
20.8

54.5
0.0

0 20 40 60 80 (%)

□職場内における
  風土の醸成

25.6

13.3
25.6
50.0

12.5
9.5
24.3
45.0
60.0

0.0
50.0

0.0
24.6
48.8
40.0

11.8
30.1
35.0

17.1
41.7
54.5

33.3

0 20 40 60 80 (%)

□社内支援制度
  （勤務時間・
  休暇など）や
  研修制度の充実

24.9

28.9
24.0
33.3

12.5
19.0
24.3
15.0
40.0
50.0
50.0

0.0
34.4

12.2
20.0

18.5
24.2
25.0
34.3
37.5
45.5
33.3

0 20 40 60 80 (%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

19.1

24.1
15.7
16.7

62.5
19.0
27.0
15.0

0.0
0.0

50.0
50.0

13.1
17.1

0.0

30.3
16.1
10.0
17.1
16.7

0.0
0.0

0 20 40 60 80

2.4

2.4
1.7
0.0
0.0
9.5
0.0
5.0
0.0
25.0

0.0
0.0
1.6
2.4
0.0

1.7
2.7
5.0
0.0
4.2
0.0
0.0

0 20 40 60 80

13.6

14.5
15.7

0.0
12.5
4.8
13.5
20.0
20.0

0.0
0.0

25.0
18.0

2.4
20.0

5.0
13.4
25.0
20.0
16.7
36.4
33.3

0 20 40 60 80

18.7

13.3
20.7

0.0
12.5
14.3
21.6
20.0

60.0
25.0
50.0

0.0
24.6
12.2
20.0

12.6
18.8
27.5
25.7

12.5
36.4
33.3

0 20 40 60 80

□労働意欲の
  維持・喚起

(%)

□人事評価基準
  の明確化

(%)

□その他

(%)

□特に課題はない

(%)



第２章 調査結果の詳細 

 - 81 - 

（９）女性の雇用・登用を進めるために行っている取組 

問26 貴事業所において、女性の雇用・登用を進めるために、どのような取組を行っていま

すか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性の雇用・登用を進めるために行っている取組は、「社内支援制度（勤務時間・休暇など）や研

修制度の充実」が19.1％で最も高く、次いで「職場内における意識啓発」が17.5％、「女性に配慮し

た職場環境の整備（更衣室・トイレ改修など）」が14.1％となっている。一方、「取組を行っていな

い」は50.0％となっている。 

 

(ｎ＝418)

社内支援制度（勤務時間・休暇など）
や研修制度の充実

職場内における意識啓発

女性に配慮した職場環境の整備
（更衣室・トイレ改修など）

管理職等への積極的な登用

人事評価基準の明確化

その他

取組を行っていない

無回答

19.1

17.5

14.1

13.6

7.7

0.7

50.0

6.9

0 10 20 30 40 50 （％）
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＜女性の雇用・登用を進めるために行っている取組－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

19.1

15.7
17.4
16.7
37.5

9.5
29.7
35.0
40.0

25.0
0.0
25.0
21.3

7.3
40.0

5.0
20.4
25.0
34.3
33.3
36.4

66.7

0 20 40 60 80 100

□社内支援制度
  （勤務時間・休暇
  など）や研修制度
  の充実

□職場内における
  意識啓発

□女性に配慮した
  職場環境の整備
  （更衣室・トイ
  レ改修など）

17.5

16.9
19.0

0.0
12.5
9.5
24.3
30.0
20.0

0.0
50.0

0.0
14.8
14.6
20.0

5.0
21.5
30.0
20.0
20.8
27.3

0.0

0 20 40 60 80 100

14.1

13.3
22.3

0.0
25.0
19.0
8.1
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
11.5
9.8
20.0

5.0
13.4
22.5
28.6

12.5
54.5

0.0

0 20 40 60 80 100

13.6

7.2
14.0
16.7

0.0
0.0
10.8
20.0
20.0

0.0
0.0
25.0

8.2
41.5

20.0

1.7
18.3
12.5
11.4
33.3
27.3
33.3

0 20 40 60 80 100 (%)(%) (%) (%)

□管理職等への
  積極的な登用

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

7.7

3.6
8.3
0.0
12.5
4.8
10.8
15.0

0.0
25.0
50.0

0.0
11.5
2.4
0.0

0.8
6.5
20.0
17.1
12.5
18.2

0.0

0 20 40 60 80 100

□人事評価基準の
  明確化

□その他 □取組を行って
  いない

0.7

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
5.0
0.0
0.0
0.0
0.0
3.3
0.0
0.0

0.0
1.1
0.0
0.0
4.2
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

50.0

57.8
47.9

83.3
37.5

66.7
51.4

20.0
60.0
50.0

0.0
50.0
55.7

36.6
40.0

74.8
43.0
40.0
34.3
37.5

18.2
33.3

0 20 40 60 80 100(%) (%) (%)
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（10）女性の雇用・登用に向けた取組を進めたことにより得られた効果 

（問26で、「何らかの取組を行っている」と回答した事業所にお尋ねします） 

問26－１ 女性の雇用・登用に向けた取組を進めたことにより、どのような効果がありまし

たか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性の雇用・登用に向けた取組を進めたことにより得られた効果は、「従業員の労働意欲が向上

した」が30.6％で最も高く、次いで「離職率が低下した」が28.3％、「企業イメージの向上につなが

った」が23.9％となっている。一方、「特に効果はない」は23.9％となっている。 

 

 

 

 

 

(ｎ＝180)

従業員の労働意欲が向上した

離職率が低下した

企業イメージの向上につながった

女性に限らず多様な人材を
確保しやすくなった

生産性が向上した

業績が向上した

新製品・サービスの開発や
新たな販路開拓につながった

その他

特に効果はない

無回答

30.6

28.3

23.9

22.2

16.1

8.9

2.2

1.7

23.9

1.1

0 10 20 30 40（％）
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（11）積極的な障害者の雇用予定 

問27 今後、障害者の雇用を積極的に進めていく予定がありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、障害者の雇用を積極的に進めていく予定は、「ある」が16.7％、「ない」は81.8％となって

いる。 

 

（％）（ｎ＝418)

ある
16.7

ない
81.8

無回答
1.4
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＜積極的な障害者の雇用予定－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある ない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

63.6

45.8

28.6

17.5

15.1

5.0

20.0

39.0

16.4

50.0

35.0

8.1

4.8

25.0

16.7

21.5
2.4

16.7

66.7

36.4

54.2

65.7

82.5

83.3

94.1

80.0

61.0

82.0

100.0

50.0

100.0

100.0

55.0

89.2

95.2

75.0

83.3

77.7

96.4

81.8

5.7

1.6

0.8

1.6

10.0
2.7

0.8

1.2

1.4
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（12）障害者を雇用するとした場合に考えられる課題 

問28 貴事業所において、障害者を雇用するとした場合に考えられる課題はどのような点で

すか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者を雇用するとした場合に考えられる課題は、「障害者に適した業務の確保」が52.9％で最

も高く、次いで「職場での事故の防止」が45.9％、「障害者に配慮した職場環境の整備（バリアフリ

ー化・補助設備導入など）」が34.7％、「意志疎通の円滑化」が20.6％となっている。 

 

(ｎ＝418)

障害者に適した業務の確保

職場での事故の防止

障害者に配慮した職場環境の整備
（バリアフリー化・補助設備導入など）

意志疎通の円滑化

職場内における風土の醸成

労働意欲の維持・喚起

早期離職の防止

その他

特に課題はない

無回答

52.9

45.9

34.7

20.6

19.1

11.7

7.2

2.4

14.4

12.4

0 10 20 30 40 50 60 （％）
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＜障害者を雇用するとした場合に考えられる課題－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

□障害者に適した
  業務の確保

52.9

41.0
56.2
50.0

25.0
38.1
48.6
60.0

40.0
50.0
50.0
50.0
65.6
63.4
60.0

40.3
53.2
52.5
71.4
70.8
90.9

33.3

0 20 40 60 80 100 (%)

□職場での事故
  の防止

45.9

37.3
65.3

16.7
50.0
47.6
45.9

10.0
40.0

0.0
0.0

75.0
49.2

26.8
40.0

39.5
46.8
47.5
54.3
45.8
72.7

33.3

0 20 40 60 80 100 (%)

□障害者に配慮
  した職場環境
  の整備（バリア
  フリー化・補助
  設備導入など）

34.7

33.7
38.8
33.3
37.5

19.0
27.0
50.0
80.0

0.0
50.0
50.0
39.3

19.5
40.0

31.1
34.9
37.5
37.1
37.5
45.5
33.3

0 20 40 60 80 100 (%)

□意志疎通の
  円滑化

20.6

13.3
27.3

0.0
12.5
19.0
21.6
20.0
40.0

0.0
0.0
25.0
24.6
14.6
20.0

16.8
17.2
15.0
45.7
33.3
36.4

0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

□職場内における
  風土の醸成

19.1

7.2
20.7

0.0
12.5
14.3
16.2
15.0
40.0

0.0
0.0
0.0
23.0
46.3

20.0

14.3
18.3
27.5
22.9
25.0
36.4

0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

14.4

27.7
9.1
0.0
25.0
23.8
13.5
10.0
20.0

0.0
0.0
0.0
13.1
7.3
0.0

26.9
10.8
12.5
5.7
4.2
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

2.4

1.2
1.7
0.0
0.0
14.3
0.0
5.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
7.3
0.0

0.0
3.8
2.5
5.7
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

7.2

0.0
9.9
0.0
0.0
9.5
10.8
10.0
0.0
0.0
0.0
25.0
13.1
0.0
20.0

5.0
3.8
5.0
14.3
25.0
27.3
33.3

0 20 40 60 80 100

11.7

4.8
18.2

0.0
12.5
9.5
8.1
5.0

40.0
0.0
0.0
0.0
19.7
4.9
0.0

14.3
8.6
10.0
14.3
12.5
36.4

0.0

0 20 40 60 80 100

□労働意欲の
  維持・喚起

(%)

□早期離職の防止

(%)

□その他

(%)

□特に課題はない

(%)
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（13）障害者の雇用を進めるために行っている取組 

問29 貴事業所において、障害者の雇用を進めるために、どのような取組を行っていますか。 

（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者の雇用を進めるために行っている取組は、「障害者に適した業務の確保」が15.8％で最も

高く、次いで「職場内における意識啓発」が4.8％となっている。一方、「取組を行っていない」は

72.7％となっている。 

 

(ｎ＝418)

障害者に適した業務の確保

職場内における意識啓発

社内支援制度（勤務時間・休暇など）
の充実

障害者に配慮した職場環境の整備
（バリアフリー化・補助設備導入など）

その他

取組を行っていない

無回答

15.8

4.8

2.9

2.4

0.5

72.7

9.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80（％）
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＜障害者の雇用を進めるために行っている取組－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

15.8

3.6
20.7

0.0
0.0
9.5
18.9
10.0

0.0
0.0

50.0
0.0
14.8

41.5
0.0

4.2
13.4
17.5
34.3
41.7

63.6
0.0

0 20 40 60 80 100

□障害者に適した業務
  の確保

(%)

4.8

2.4
7.4
0.0
0.0
4.8
2.7
10.0

0.0
0.0
0.0
0.0
6.6
0.0

20.0

3.4
2.7
5.0
8.6
12.5
18.2
33.3

0 20 40 60 80 100

2.9

1.2
5.0
0.0
0.0
0.0
2.7
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
6.6
0.0
0.0

0.0
1.1
5.0
8.6
12.5
18.2

0.0

0 20 40 60 80 100

□職場内における
  意識啓発

□社内支援制度
  （勤務時間・休暇など）
  の充実

(%) (%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

2.4

0.0
5.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

50.0
0.0
3.3
2.4
0.0

0.0
1.6
2.5
2.9
8.3
27.3

0.0

0 20 40 60 80 100

□障害者に配慮した職場
  環境の整備（バリア
  フリー化・補助設備導入
  など）

(%)

0.5

0.0
0.8
0.0
0.0
0.0
0.0
5.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0.0
0.5
0.0
0.0
4.2
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

72.7

81.9
71.1
66.7

100.0
90.5

70.3
65.0

100.0
50.0

0.0
100.0

75.4
46.3

80.0

80.7
77.4
72.5

54.3
50.0

18.2
66.7

0 20 40 60 80 100

□その他 □取組を行っていない

(%) (%)
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（14）障害者の雇用に向けた取組を進めたことにより得られた効果 

（問29で、「何らかの取組を行っている」と回答した事業所にお尋ねします） 

問29－１ 障害者の雇用に向けた取組を進めたことにより、どのような効果がありました

か。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者の雇用に向けた取組を進めたことにより得られた効果は、「従業員の労働意欲が向上した」

が18.4％で最も高く、次いで「障害者に限らず多様な人材を確保しやすくなった」が17.1％となっ

ている。一方、「特に効果はない」は42.1％となっている。 

 

 

 

 

 

  

(ｎ＝ 76)

従業員の労働意欲が向上した

障害者に限らず多様な人材を
確保しやすくなった

離職率が低下した

企業イメージの向上につながった

生産性が向上した

業績が向上した

新製品・サービスの開発や
新たな販路開拓につながった

その他

特に効果はない

無回答

18.4

17.1

11.8

11.8

7.9

2.6

0.0

2.6

42.1

9.2

0 10 20 30 40 50 （％）
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（15）外国人の雇用予定 

問30 今後、外国人を雇用する予定はありますか。また、その目的・理由についてお尋ねし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、外国人を雇用する予定は、「ある」が17.7％、「ない」は79.9％となっている。 

また、その目的・理由について自由記述の主な回答内容を分類した結果は以下のとおりである。 

①「ある」 

  ・国籍に関わらず人員を確保するため・・・・39件 

  ・事業の海外展開のため・・・・・・・・・・18件 

  ・労働意欲が高く、勤勉であるため・・・・・ 4件 

②「ない」 

  ・生活習慣や意思疎通など受入れ環境の整備に不安があるため・・61件 

  ・外国人に適した業務がないため・・・・・・・・・・・・・・・39件 

  ・外国人を雇用する必要がないため・・・・・・・・・・・・・・25件 

  ・国籍に関わらず採用そのものがないため・・・・・・・・・・・24件 

  ・国籍の如何で雇用するわけではないため・・・・・・・・・・・12件 

 

 

 

 

（％）（ｎ＝418)

ない
79.9

ある
17.7

無回答
2.4
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＜外国人の雇用予定－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある ない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 66.7

63.6

25.0

28.6

17.5

17.7

7.6

40.0

9.8

16.4

50.0

50.0

20.0

16.2

9.5

37.5

19.0

19.3

17.7

33.3

36.4

70.8

71.4

80.0

79.6

89.9

60.0

87.8

78.7

50.0

100.0

50.0

100.0

70.0

81.1

90.5

62.5

83.3

80.2

79.5

79.9

4.2

2.5

2.7

2.5

2.4

4.9

10.0
2.7

16.7
0.8

1.2

2.4
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（16）外国人技能実習制度の利用状況 

問31 外国人技能実習制度を利用していますか。 

※外国人技能実習制度：開発途上国等の経済発展を図ることを目的に、外国人を技能実習
生として一定期間受け入れ、ＯＪＴを通じて学んだ日本の技能等
を移転する制度。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人技能実習制度の利用状況は、「利用している」が7.9％、「利用していない」は88.0％となっ

ている。 

 

（％）（ｎ＝418)

利用していない
88.0

利用している
7.9

無回答
4.1
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＜外国人技能実習制度の利用状況－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

利用している 利用していない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

36.4

16.7

17.1
2.5

7.5
3.4

7.3

6.6

4.8

11.6

13.3

7.9

100.0

54.5

79.2

80.0

90.0

89.8

91.6

100.0

87.8

88.5

100.0

100.0

100.0

100.0

90.0

91.9

95.2

100.0

66.7

86.0

84.3

88.0

9.1

4.2
2.9

7.5
2.7

5.0

4.9

4.9

10.0

8.1

33.3
2.5

2.4

4.1
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（17）外国人技能実習制度の利用意向 

問32 今後、外国人技能実習制度を利用する意向がありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人技能実習制度の利用意向は、「意向がある」が9.8％、「意向はない」は85.4％となってい

る。 

 

（％）（ｎ＝418)

意向はない
85.4

意向が
ある
9.8

無回答
4.8
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＜外国人技能実習制度の利用意向－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

意向がある 意向はない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

36.4

16.7

14.3

5.0

10.8

5.0

4.9

8.2

2.7

4.8

15.7

15.7

9.8

100.0

54.5

79.2

82.9

87.5

84.9

89.9

100.0

85.4

86.9

100.0

100.0

100.0

100.0

90.0

89.2

95.2

100.0

66.7

81.0

81.9

85.4

9.1

4.2
2.9

7.5

4.3

5.0

9.8

4.9

10.0

8.1

33.3
3.3

2.4

4.8
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（18）外国人を雇用するとした場合に考えられる課題 

問33 貴事業所において、外国人を雇用するとした場合に考えられる課題はどのような点で

すか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人を雇用するとした場合に考えられる課題は、「意志疎通の円滑化」が58.1％で最も高く、次

いで「生活習慣や信仰等への配慮」が42.8％、「研修・教育等の対応」が39.7％、「職場内における

風土の醸成」が25.4％となっている。 

 

(ｎ＝418)

意志疎通の円滑化

生活習慣や信仰等への配慮

研修・教育等の対応

職場内における風土の醸成

職場での事故の防止

労働意欲の維持・喚起

早期離職の防止

その他

特に課題はない

無回答

58.1

42.8

39.7

25.4

23.9

17.7

14.6

4.1

14.8

10.5

0 10 20 30 40 50 60（％）
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＜外国人を雇用するとした場合に考えられる課題－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

□意志疎通の
  円滑化

54.2
63.6
83.3

50.0
57.1
56.8
60.0

50.0
0.0

50.0
62.3

39.0
80.0

50.4
57.5
52.5
68.6
75.0
90.9
100.0

100.0

58.1

0 20 40 60 80 100 (%)

□生活習慣や
  信仰等への配慮

42.8

39.8
47.9
66.7

25.0
28.6
29.7
20.0

25.0
50.0

25.0
44.3
58.5

40.0

38.7
44.1

27.5
40.0
66.7
81.8

33.3

100.0

0 20 40 60 80 100 (%)

□研修・教育等
  の対応

39.7

33.7
34.7
33.3
37.5
52.4

35.1
55.0
60.0

0.0
50.0
50.0
44.3
51.2
40.0

29.4
44.6
32.5
45.7
50.0
63.6

0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

□職場内における
  風土の醸成

25.4

25.3
24.8
33.3
25.0

4.8
16.2
10.0

60.0
0.0

50.0
25.0
26.2
48.8

20.0

21.8
27.4
20.0
31.4
37.5

9.1
0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

□職場での事故
  の防止

23.9

27.7
28.9
50.0

0.0
38.1
24.3

5.0
40.0

0.0
0.0
0.0
21.3
12.2
20.0

29.4
22.0
7.5
22.9
37.5
36.4

0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

14.8

16.9
14.0
0.0
25.0
23.8
21.6
15.0
0.0
0.0
0.0
25.0
14.8
7.3
0.0

23.5
13.4
12.5
8.6
4.2
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

4.1

4.8
3.3
0.0
0.0
9.5
0.0
5.0
0.0
25.0

0.0
0.0
6.6
2.4
0.0

2.5
3.2
5.0
8.6
8.3
9.1
0.0

0 20 40 60 80 100

14.6

8.4
22.3
16.7
12.5
14.3
16.2
0.0
20.0

0.0
0.0
25.0
19.7

0.0
40.0

10.1
14.0
15.0
17.1
25.0
27.3

66.7

0 20 40 60 80 100

17.7

15.7
21.5
16.7

0.0
0.0
21.6

5.0
60.0

0.0
0.0
25.0
27.9

7.3
20.0

20.2
16.1
15.0
20.0
20.8
18.2

0.0

0 20 40 60 80 100

□労働意欲の
  維持・喚起

(%)

□早期離職の防止

(%)

□その他

(%)

□特に課題はない

(%)
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（19）若者や女性等が働きやすい企業を国が認定する制度の活用意向 

問34 若者や女性等が働きやすい企業を国が認定する制度について、貴事業所で活用したい

と思いますか。①～③について、該当する番号をそれぞれ○で囲んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ユースエール：若者雇用促進法に基づき、若者の採用・育成に積極的で若者の雇用管理の状況など

が優良な中小企業を厚生労働大臣が認定する制度。 

※えるぼし：女性活躍推進法に基づき、一般事業主行動計画の策定・届出を行った企業のうち、女性

の活躍に関する取組の実施状況が優良な企業について厚生労働大臣が認定する制度。 

※くるみん：次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画の策定・届出を行った企業の

うち、計画に定めた目標を達成し、一定の基準を満たした企業を「子育てサポート企業」

として厚生労働大臣が認定する制度。 

 

若者や女性等が働きやすい企業を国が認定する制度の活用意向について、「考えていない」が最

も高くなっている。 

「認定済」は“えるぼし”で3.1％、“くるみん”で2.4％、“ユースエール”で0.2％となっている。 

「できれば認定を受けたい」は“くるみん”で17.9％、“えるぼし”で17.5％、“ユースエール”

で17.0％となっている。 

 

認定済
できれば認定を
受けたい

考えていない 無回答

(n＝418) （％）

① ユースエール

② えるぼし

③ くるみん

2.4

3.1

0.2

17.9

17.5

17.0

73.4

73.2

76.6

6.2

6.2

6.2
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＜①「ユースエール」の活用意向－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

認定済
できれば認定を
受けたい

考えていない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

0.5

2.4

0.2

12.5

34.3

20.0

19.9

9.2

9.8

16.4

20.0

30.0

13.5

19.0

12.5

16.7

19.8

18.1

17.0

100.0

90.9

79.2

60.0

72.5

76.3

80.7

100.0

82.9

78.7

100.0

100.0

100.0

80.0

60.0

73.0

76.2

87.5

33.3

74.4

78.3

76.6

9.1

8.3

5.7

7.5
3.2

10.1

4.9

4.9

10.0

13.5

4.8

50.0

5.8

3.6

6.2
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＜②「えるぼし」の活用意向－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

認定済
できれば認定を
受けたい

考えていない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

27.3

5.7

5.0

3.2

30.0
2.7

3.3

2.4

3.1

18.2

16.7

28.6

27.5

18.3

10.1

39.0

19.7

20.0

10.0

13.5

9.5

12.5

16.7

15.7

16.9

17.5

100.0

45.5

75.0

60.0

60.0

75.3

79.8

100.0

53.7

77.0

100.0

100.0

100.0

80.0

50.0

70.3

85.7

87.5

33.3

75.2

77.1

73.2

9.1

8.3

5.7

7.5
3.2

10.1

7.3
3.3

10.0

13.5

4.8

50.0

5.8

3.6

6.2
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＜③「くるみん」の活用意向－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

認定済
できれば認定を
受けたい

考えていない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

27.3

20.8

0.5

20.0

3.3

5.0

5.4

16.7
2.5

2.4

9.1

25.0

31.4

25.0

19.9

8.4

41.5

14.8

30.0

13.5

9.5

12.5

16.7

15.7

18.1

17.9

66.7

54.5

54.2

62.9

67.5

75.3

81.5

80.0

51.2

78.7

100.0

100.0

100.0

100.0

55.0

73.0

85.7

75.0

33.3

74.4

78.3

73.4

9.1

5.7

7.5

4.3

10.1

7.3
3.3

10.0

8.1

4.8

12.5

33.3

7.4
3.6

6.2
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（20）多様な人材の活躍推進に関して行政に期待する取組 

問35 多様な人材の活躍推進に関して、行政にどのような取組を期待しますか。 

（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多様な人材の活躍推進に関して行政に期待する取組は、「各種助成金の充実」が41.6％で最も高

く、次いで「関係法令・制度等に関する周知」が27.8％、「取組企業向けの優遇措置（税・入札制度

など）」が25.4％、「求職者の能力開発・就職支援」が21.3％となっている。 

 

(ｎ＝418)

各種助成金の充実

関係法令・制度等に関する周知

取組企業向けの優遇措置（税・入札制度など）

求職者の能力開発・就職支援

企業と人材のマッチング機会の創出

企業向けの啓発活動（セミナーなど）

先進企業の取組事例などの紹介

企業向けのアドバイザーの設置

取組企業の認定・表彰等

その他

無回答

41.6

27.8

25.4

21.3

19.4

15.6

11.5

8.9

2.6

5.0

15.6

0 10 20 30 40 50（％）
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＜多様な人材の活躍推進に関して行政に期待する取組－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

□各種助成金の
  充実

41.6

38.6
47.9
33.3

87.5
38.1
29.7
25.0
20.0
50.0

0.0
50.0
54.1

26.8
40.0

30.3
43.0
42.5
54.3
62.5
54.5

33.3

0 20 40 60 80 100 (%)

□関係法令・制度
  等に関する周知

27.8

19.3
24.0
16.7
12.5
42.9

21.6
50.0

20.0
25.0

0.0
75.0

24.6
46.3
60.0

14.3
30.1
37.5
37.1
33.3
45.5
66.7

0 20 40 60 80 100 (%)

□取組企業向けの
  優遇措置（税・
  入札制度など）

25.4

32.5
19.8
16.7

62.5
28.6
27.0
45.0

20.0
0.0

50.0
0.0
23.0
14.6
40.0

19.3
29.0
27.5
22.9
20.8
36.4
33.3

0 20 40 60 80 100 (%)

□求職者の能力
  開発・就職支援

21.3

30.1
20.7
16.7
37.5

14.3
8.1
15.0
20.0
25.0
50.0

0.0
21.3
22.0
20.0

22.7
19.9
32.5

14.3
16.7
27.3

0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

□企業と人材の
  マッチング機会
  の創出

19.4

20.5
19.8
33.3
25.0
19.0
10.8
10.0
40.0
25.0

0.0
50.0

24.6
12.2
20.0

19.3
19.9
17.5
22.9
20.8
9.1
0.0

0 20 40 60 80 100 (%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

5.0

6.0
5.8
16.7

0.0
4.8
5.4
0.0
20.0

0.0
0.0
0.0
4.9
0.0
20.0

8.4
4.3
2.5
2.9
0.0
0.0

33.3

0 20 40 60 80 100

2.6

2.4
3.3
0.0
0.0
0.0
0.0
5.0
0.0
0.0
0.0
0.0
1.6
7.3
0.0

1.7
3.2
0.0
2.9
8.3
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

8.9

6.0
10.7
0.0
25.0

4.8
2.7
10.0
0.0
0.0
0.0
25.0
9.8
9.8
40.0

5.0
8.6
15.0
17.1
8.3
0.0

33.3

0 20 40 60 80 100

11.5

6.0
9.1
0.0
12.5
0.0
8.1
15.0
0.0
0.0
0.0
25.0

6.6
43.9
40.0

3.4
16.1
10.0
11.4
16.7
18.2

0.0

0 20 40 60 80 100

15.6

4.8
10.7
0.0
12.5
14.3
8.1
35.0

0.0
0.0
0.0

50.0
14.8

51.2
40.0

8.4
20.4
22.5

2.9
25.0
9.1
0.0

0 20 40 60 80 100

□企業向けの啓発
  活動（セミナー
  など）

(%)

□先進企業の取組
  事例などの紹介

(%)

□企業向けの
  アドバイザー
  の設置

(%)

□取組企業の
  認定・表彰等

(%)

□その他

(%)
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５．働き方改革について 

（１）長時間労働の是正への取組状況 

問36 長時間労働の是正に取り組んでいますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長時間労働の是正への取組状況は、「取り組んでいる」が52.2％、「取り組んでいない」は9.1％と

なっている。また、「長時間労働の実態がない」は36.1％となっている。 

 

「取り組んでいる」について自由記述の主な回答内容を分類した結果は以下のとおりである。 

・「ノー残業デー」等による残業の抑制 ・・・・・・40件 

・労働時間の管理徹底・・・・・・・・・・・・・・33件 

・業務分担や人員配置の工夫・・・・・・・・・・・24件 

・業務の効率化・・・・・・・・・・・・・・・・・17件 

・フレックスタイムやテレワーク等の制度の活用・・16件 

 

（％）（ｎ＝418)

取り組んでいる
52.2

長時間労働の
実態がない
36.1

取り組んで
いない
9.1

無回答
2.6
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＜長時間労働の是正への取組状況－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取り組んでいる 取り組んでいない
長時間労働の
実態がない

無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 66.7

100.0

83.3

71.4

55.0

52.2

34.5

40.0

63.4

50.8

50.0

75.0

60.0

65.0

45.9

57.1

62.5

50.0

55.4

41.0

52.2

33.3

12.5

8.1

14.3

20.0

7.3

13.1

50.0

5.0

5.4

9.5

16.7

5.0

15.7

9.1

16.7

25.7

30.0

37.6

47.1

40.0

26.8

32.8

50.0

50.0

25.0

40.0

20.0

45.9

33.3

37.5

33.3

38.0

39.8

36.1

2.9

2.5

2.2

4.2

2.4

3.3

10.0
2.7

1.7

3.6

2.6
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（２）テレワーク、短時間勤務、フレックスタイム制度の導入状況 

問37 テレワーク（在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイルワークなど）、短時間勤

務、フレックスタイム制度等を導入していますか。また、実際に活用していますか。 

①～⑤について、該当する番号をそれぞれ○で囲んでください。 

※テレワーク（在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイルワークなど） 
：ICT（情報通信技術）を活用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方。 
通常の職場以外の場所で仕事をすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テレワーク、短時間勤務、フレックスタイム制度の導入状況は、「制度がない」が最も高くなって

いる。 

「制度があり、活用されている」は“短時間勤務”で21.3％と最も高く、次いで“テレワーク（在

宅勤務）”で16.3％、“フレックスタイム制度”で13.6％となっている。 

 

 

 

  

制度があり、
活用されている

制度はあるが、
活用されていない

制度がない 無回答

(n＝418) （％）

①
テレワーク
（在宅勤務）

②
テレワーク
（サテライトオフィス勤務）

③
テレワーク
（モバイルワーク）

④ 短時間勤務

⑤ フレックスタイム制度 13.6

21.3

7.9

4.5

16.3

5.3

4.8

4.1

2.6

7.2

74.9

68.4

81.3

86.1

70.3

6.2

5.5

6.7

6.7

6.2
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＜導入している制度－経年比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「テレワーク（モバイルワーク）」、「テレワーク（サテライトオフィス勤務）」は令和２年度から追加

された項目。 

 

 

 

 

  

短時間勤務

テレワーク（在宅勤務）

フレックスタイム制度

テレワーク（モバイルワーク）

テレワーク（サテライトオフィス勤務）

26.1

23.4

18.9

12.0

7.2

15.9

2.4

6.9

10.5

1.6

7.6

6.9

0.9

6.1

-

-

-

-

-

-

0 10 20 30

令和２年度（ｎ＝418）

平成28年度（ｎ＝509）

平成24年度（ｎ＝563）

平成20年度（ｎ＝640）

（％）
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＜導入状況－業種別、従業員規模別＞ 

【①テレワーク（在宅勤務）】        【②テレワーク（サテライトオフィス勤務）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

制度が
あり、活用
されている

制度はある
が、活用さ
れていない

制度が
ない

無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

45.5

37.5

22.9

10.0

17.2

7.6

60.0

12.2

18.0

25.0

20.0

16.2

50.0

16.7

21.5

8.4

16.3

12.5
5.7

12.5

9.1
2.5

4.9

50.0

25.0

20.0

50.0

10.8
4.8

25.0

2.5

4.8

7.2

66.7

45.5

50.0

68.6

70.0

70.4

77.3

40.0

75.6

72.1

75.0

50.0

75.0

80.0

30.0

64.9

81.0

25.0

66.7

71.1

80.7

70.3

9.1

2.9

7.5

3.2

12.6

12.2
4.9

8.1

14.3

16.7
5.0

6.0

6.2

制度が
あり、活用
されている

制度はある
が、活用さ
れていない

制度が
ない

無回答

（％）

4.5

4.8

6.6

16.7

15.0

1.6

4.9

1.7

4.8

2.5

16.7

27.3

2.6

1.2

2.5

9.5

5.4

10.0

25.0

0.8

4.3

2.5

4.2

86.1

88.0

84.3

66.7

100.0

76.2

83.8

75.0

100.0

75.0

100.0

100.0

93.4

85.4

100.0

84.9

87.6

87.5

91.4

79.2

63.6

100.0

6.7

6.0

6.6

16.7

14.3

10.8

4.9

9.8

12.6

3.2

7.5

8.6

9.1
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＜導入状況－業種別、従業員規模別＞ 

【③テレワーク（モバイルワーク）】    【④短時間勤務】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

制度が
あり、活用
されている

制度はある
が、活用さ
れていない

制度が
ない

無回答

（％）

21.3

7.2

17.4

33.3

25.0

21.6

65.0

50.0

25.0

19.7

51.2

40.0

7.6

26.3

15.0

22.9

50.0

36.4

33.3

4.8

1.2

5.0

4.8

10.8

10.0

20.0

25.0

3.3

2.4

20.0

1.7

5.9

2.5

5.7

16.7

68.4

85.5

71.9

50.0

75.0

81.0

62.2

25.0

80.0

75.0

50.0

75.0

73.8

39.0

40.0

79.8

65.1

75.0

65.7

33.3

63.6

66.7

5.5

6.0

5.8

16.7

14.3

5.4

3.3

7.3

10.9

2.7

7.5

5.7

制度が
あり、活用
されている

制度はある
が、活用さ
れていない

制度が
ない

無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

7.9

7.2

6.6

33.3

12.5

8.1

40.0

3.3

7.3

4.2

7.5

15.0

8.6

16.7

9.1

4.1

2.4

3.3

12.5

4.8

5.4

15.0

25.0

4.9

2.5

5.9

2.5

4.2

9.1

81.3

84.3

83.5

50.0

75.0

81.0

78.4

45.0

100.0

50.0

100.0

100.0

86.9

82.9

100.0

80.7

83.3

75.0

82.9

79.2

72.7

100.0

6.7

6.0

6.6

16.7

14.3

8.1

25.0

4.9

9.8

12.6

3.2

7.5

8.6

9.1
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＜導入状況－業種別、従業員規模別＞ 

【⑤フレックスタイム制度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

制度が
あり、活用
されている

制度はある
が、活用さ
れていない

制度が
ない

無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3)

13.6

4.8

15.7

33.3

25.0

4.8

27.0

25.0

50.0

14.8

9.8

8.4

15.1

2.5

11.4

41.7

36.4

5.3

2.4

2.5

4.8

5.4

30.0

25.0

8.2

4.9

1.7

7.0

12.5

2.9

4.2

74.9

86.7

75.2

50.0

75.0

76.2

62.2

40.0

100.0

75.0

50.0

100.0

73.8

75.6

100.0

78.2

74.2

77.5

80.0

54.2

63.6

100.0

6.2

6.0

6.6

16.7

14.3

5.4

5.0

3.3

9.8

11.8

3.8

7.5

5.7
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（３）従業員の副業や兼業 

問38 従業員の副業や兼業を認めていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員の副業や兼業を認めているかは、「認めている」が22.0％、「認めていない」は39.0％とな

っている。また、「決めていない（事例がない）」は36.6％となっている。 

 

（％）（ｎ＝418)

認めていない
39.0

決めていない
（事例がない）

36.6

認めている
22.0

無回答
2.4
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＜従業員の副業や兼業－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

認めている 認めていない
決めていない
（事例がない）

無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 66.7

9.1

25.0

25.7

32.5

23.1

15.1

60.0

17.1

31.1

100.0

50.0

50.0

20.0

25.0

21.6

28.6

12.5

23.1

8.4

22.0

81.8

58.3

40.0

40.0

38.7

31.9

58.5

37.7

25.0

40.0

60.0

48.6

28.6

37.5

33.3

37.2

32.5

39.0

33.3

9.1

16.7

31.4

22.5

37.1

48.7

40.0

24.4

26.2

50.0

25.0

40.0

10.0

29.7

38.1

37.5

50.0

39.7

55.4

36.6

2.9

5.0
1.1

4.2

4.9

5.0

4.8

12.5

16.7

3.6

2.4
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（４）仕事と育児・介護・治療等を両立する従業員のための支援制度 

問39 仕事と育児・介護・治療等を両立する従業員のための支援制度はありますか。 

（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仕事と育児・介護・治療等を両立する従業員のための支援制度は、「勤務時間の配慮に関する制度

（短時間勤務制度、所定外労働の制限など）」が48.3％で最も高く、次いで「法定を上回る休業・休

暇制度」が10.8％、「研修等による意識啓発」が9.1％となっている。一方、「支援制度はない」は

42.1％となっている。 

 

(ｎ＝418)

勤務時間の配慮に関する制度（短時間
勤務制度、所定外労働の制限など）

法定を上回る休業・休暇制度

研修等による意識啓発

育児等に要する費用の助成

その他

支援制度はない

無回答

48.3

10.8

9.1

5.3

2.2

42.1

3.3

0 10 20 30 40 50（％）
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＜仕事と育児・介護・治療等を両立する従業員のための支援制度－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

48.3

38.6
46.3
50.0

37.5
23.8

59.5
85.0

40.0
100.0

50.0
25.0
41.0

68.3
60.0

22.7
52.2
57.5
71.4
75.0
90.9

66.7

0 20 40 60 80 100

□勤務時間の配慮に関する
  制度（短時間勤務制度、
  所定外労働の制限など）

(%)

10.8

4.8
14.9
33.3

12.5
9.5
10.8
15.0

0.0
0.0
0.0

25.0
11.5
4.9
20.0

5.9
9.7
7.5
14.3
29.2
36.4
33.3

0 20 40 60 80 100

9.1

6.0
6.6
16.7
12.5
4.8
5.4

40.0
0.0
0.0
0.0
0.0
14.8
7.3
0.0

3.4
10.2
10.0
11.4
12.5

36.4
0.0

0 20 40 60 80 100

□法定を上回る休業・
  休暇制度

□研修等による意識啓発

(%) (%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

5.3

1.2
6.6
16.7

0.0
9.5
8.1
10.0

0.0
0.0
0.0
0.0
4.9
4.9
0.0

0.0
7.0
5.0
2.9
16.7
18.2

0.0

0 20 40 60 80 100

□育児等に要する費用
  の助成

(%)

2.2

1.2
0.8
0.0
0.0
0.0
0.0

20.0
0.0
0.0
0.0

25.0
1.6
2.4
0.0

1.7
2.2
5.0
0.0
4.2
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

42.1

49.4
44.6
50.0
62.5
61.9

37.8
5.0

60.0
0.0
0.0

50.0
41.0
31.7
40.0

62.2
41.4

30.0
22.9

12.5
9.1

33.3

0 20 40 60 80 100

□その他 □支援制度はない

(%) (%)
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（５）支援制度の機能状況 

（問39で、「何らかの支援制度がある」と回答した事業所にお尋ねします） 

問39－１ 貴事業所の支援制度はどの程度機能していると思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援制度の機能状況は、「よく機能している」が31.6％、「やや機能している」は32.0％となって

いる。一方、「あまり機能していない」は4.4％、「まったく機能していない」は1.8％となっている。 

 

  

（％）（ｎ＝228)

やや機能
している
32.0

どちらとも
いえない
9.2

あまり機能
していない
4.4

まったく機能
していない
1.8

対象者が
いない
17.5

無回答
3.5

よく機能
している
31.6
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（６）不合理な待遇差の解消への取組状況 

問40 正規従業員と非正規従業員との不合理な待遇差（基本給・手当・福利厚生など）の解

消に取り組んでいますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正規従業員と非正規従業員との不合理な待遇差の解消への取組状況は、「待遇差はない」が51.0％

となっている。また、「解消した・する」が19.1％、「取り組んでいない」は24.2％となっている。 

 

（％）（ｎ＝418)

待遇差はない
51.0

解消した・
する
19.1

取り組んで
いない
24.2

無回答
5.7
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＜不合理な待遇差の解消への取組状況－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

待遇差はない 解消した・する 取り組んでいない 無回答

ｎ （％）

全　　体 (418)

【 業 種 別 】

建設業 ( 83)

製造業 (121)

電気・ガス・
熱供給・水道業

( 6)

情報通信業 ( 8)

運輸業 ( 21)

卸売業、小売業 ( 37)

金融業、保険業 ( 20)

不動産業、
物品賃貸業

( 5)

宿泊業、
飲食サービス業

( 4)

生活関連サー
ビス業、娯楽業

( 2)

教育、学習支援業 ( 4)

その他サービス業 ( 61)

その他 ( 41)

無回答（業種不明） ( 5)

【従業員規模別】

９人以下 (119)

10人～29人 (186)

30人～49人 ( 40)

50人～99人 ( 35)

100人～299人 ( 24)

300人以上 ( 11)

無回答（規模不明） ( 3) 33.3

27.3

66.7

51.4

52.5

51.1

49.6

60.0

39.0

49.2

100.0

50.0

50.0

40.0

20.0

56.8

47.6

50.0

83.3

52.9

56.6

51.0

33.3

54.5

29.2

28.6

22.5

22.6

4.2

20.0

43.9

13.1

50.0

50.0

8.1

23.8

37.5

20.7

6.0

19.1

9.1

4.2

17.1

15.0

24.2

35.3

9.8

27.9

50.0

60.0

20.0

29.7

28.6

12.5

16.7

24.0

28.9

24.2

33.3

9.1

2.9

10.0
2.2

10.9

20.0

7.3

9.8

10.0

5.4

2.5

8.4

5.7
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（７）働き方改革の推進に関して行政に期待する取組 

問41 働き方改革の推進に関して、行政にどのような取組を期待しますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

働き方改革の推進に関して行政に期待する取組は、「各種助成金の充実」が46.9％で最も高く、次

いで「関係法令・制度等に関する周知」が36.4％、「取組企業向けの優遇措置（税・入札制度など）」

が30.4％、「企業向けの啓発活動（セミナーなど）」が18.9％となっている。 

 

(ｎ＝418)

各種助成金の充実

関係法令・制度等に関する周知

取組企業向けの優遇措置（税・入札制度など）

企業向けの啓発活動（セミナーなど）

先進企業の取組事例等の紹介

企業向けのアドバイザーの設置

取組企業の認定・表彰等

その他

無回答

46.9

36.4

30.4

18.9

17.5

9.8

5.0

6.0

13.6

0 10 20 30 40 50（％）
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＜働き方改革の推進に関して行政に期待する取組－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

46.9

43.4
49.6

16.7
37.5
57.1

40.5
50.0
60.0

50.0
50.0
50.0
57.4

34.1
40.0

44.5
45.2
62.5

37.1
54.2
63.6

33.3

0 20 40 60 80

□各種助成金の充実 □関係法令・制度
  等に関する周知

□取組企業向けの
  優遇措置（税・
  入札制度など）

36.4

25.3
35.5

16.7
37.5
38.1
37.8
55.0

40.0
50.0
50.0

25.0
29.5

58.5
60.0

21.8
41.4
32.5
45.7
41.7

72.7
66.7

0 20 40 60 80

30.4

39.8
30.6
33.3
25.0
19.0
29.7
45.0
40.0

0.0
50.0

0.0
27.9
19.5
20.0

24.4
32.3
42.5

25.7
29.2
45.5

0.0

0 20 40 60 80

18.9

9.6
16.5
16.7

37.5
9.5
10.8

40.0
0.0
0.0
0.0

50.0
14.8

48.8
40.0

13.4
21.5
22.5

11.4
29.2
27.3

0.0

0 20 40 60 80 (%)(%) (%) (%)

□企業向けの啓発
  活動（セミナー
  など）

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

17.5

10.8
11.6

0.0
25.0

4.8
13.5

50.0
0.0
0.0
0.0

50.0
18.0

41.5
40.0

9.2
20.4
17.5
8.6

37.5
45.5

0.0

0 20 40 60 80

□先進企業の取組
  事例等の紹介

□企業向けのアド
  バイザーの設置

□取組企業の認定・
  表彰等

9.8

10.8
11.6

0.0
0.0
9.5
8.1
5.0
0.0
0.0
0.0

25.0
8.2
9.8

40.0

9.2
8.1
17.5
8.6
12.5
9.1

33.3

0 20 40 60 80

5.0

6.0
1.7
0.0
0.0
9.5
8.1

30.0
0.0
0.0
0.0
0.0
1.6
4.9
0.0

4.2
5.4
5.0
8.6
4.2
0.0
0.0

0 20 40 60 80

6.0

6.0
7.4
16.7

0.0
9.5
5.4
5.0
20.0

0.0
0.0
0.0
3.3
2.4
20.0

7.6
5.9
2.5
8.6
0.0
0.0

33.3

0 20 40 60 80 (%)(%) (%) (%)

□その他
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６．その他について 

（１）職場におけるハラスメントの予防や解決のために行っている取組 

問42 職場におけるハラスメントの予防や解決のため、どのような取組を行っていますか。 

（複数回答可） 

※ハラスメント：自分の意図に関係なく、人に対して不快感を与えたり困らせたりする
言動や態度のこと。近年、職場におけるいじめやセクハラ、マタハ
ラ、パワハラなどが社会的な問題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職場におけるハラスメントの予防や解決のために行っている取組は、「就業規則等による事業所

の方針の明確化」が39.7％で最も高く、次いで「社内教育・啓発の実施」が39.2％、「意志疎通の円

滑化等によるハラスメントの発生を防止する職場環境づくり」が35.9％となっている。一方、「行っ

ていない」は25.1％となっている。 

 

 

(ｎ＝418)

就業規則等による事業所の方針の明確化

社内教育・啓発の実施

意志疎通の円滑化等によるハラスメントの
発生を防止する職場環境づくり

相談担当者の選任などの体制整備

その他

行っていない

無回答

39.7

39.2

35.9

18.4

1.7

25.1

3.8

0 10 20 30 40（％）
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＜職場におけるハラスメントの予防や解決のために行っている取組－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

39.7

26.5
35.5

16.7
37.5
28.6
37.8

75.0
40.0

25.0
50.0

75.0
42.6

63.4
60.0

16.0
44.6
42.5
51.4
70.8

90.9
66.7

0 20 40 60 80 100

□就業規則等による
  事業所の方針の明確化

(%)

39.2

31.3
35.5
50.0

25.0
38.1
40.5

80.0
0.0

75.0
50.0
50.0

34.4
53.7

40.0

18.5
44.6
40.0
51.4
62.5
81.8

33.3

0 20 40 60 80 100

35.9

30.1
32.2
50.0

25.0
33.3
29.7

50.0
40.0

25.0
50.0
50.0

34.4
63.4

0.0

29.4
38.2
32.5
31.4

66.7
36.4

0.0

0 20 40 60 80 100

□社内教育・啓発の実施 □意志疎通の円滑化等
  によるハラスメント
  の発生を防止する
  職場環境づくり

(%) (%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

18.4

7.2
24.0
33.3

12.5
9.5
21.6

45.0
0.0
0.0

50.0
0.0

21.3
12.2
20.0

5.9
16.1
25.0
25.7

50.0
72.7

33.3

0 20 40 60 80 100

□相談担当者の選任など
  の体制整備

(%)

1.7

0.0
2.5
0.0
0.0
4.8
2.7
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
1.6
2.4
0.0

0.8
2.2
0.0
5.7
0.0
0.0
0.0

0 20 40 60 80 100

25.1

33.7
28.9

16.7
12.5
28.6
32.4

0.0
20.0

0.0
50.0

0.0
24.6

7.3
40.0

42.9
23.1
22.5

2.9
0.0
0.0

33.3

0 20 40 60 80 100

□その他 □行っていない

(%) (%)
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（２）従業員の福利厚生制度 

問43 従業員の福利厚生制度はありますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員の福利厚生制度は、「貴事業所独自の制度を運用」が32.8％で最も高く、次いで「市勤労者

福祉サービスセンター（あじさいメイツ）に加入」が28.7％、「民間サービスを利用」が24.4％とな

っている。一方、「特にない」は24.9％となっている。 

 

 

(ｎ＝418)

貴事業所独自の制度を運用

市勤労者福祉サービスセンター
（あじさいメイツ）に加入

民間サービスを利用

その他

特にない

無回答

32.8

28.7

24.4

4.8

24.9

2.6

0 10 20 30 40 （％）



第２章 調査結果の詳細 

 - 124 - 

＜従業員の福利厚生制度－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

32.8

28.9
30.6
33.3

25.0
33.3
43.2

65.0
20.0

50.0
50.0
50.0

37.7
14.6
20.0

24.4
33.9
40.0

31.4
37.5

72.7
33.3

0 20 40 60 80

□貴事業所独自の制度
  を運用

(%)

28.7

39.8
31.4

50.0
37.5

9.5
21.6

5.0
40.0

0.0
0.0

25.0
31.1

22.0
20.0

30.3
30.1
37.5

20.0
16.7
18.2

0.0

0 20 40 60 80

24.4

20.5
27.3
33.3

25.0
14.3

5.4
55.0

20.0
50.0

0.0
25.0

13.1
46.3

20.0

12.6
28.5
30.0
22.9

41.7
27.3
33.3

0 20 40 60 80

□市勤労者福祉サービ
  スセンター（あじさ
  いメイツ）に加入

□民間サービスを利用

(%) (%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

4.8

3.6
4.1
0.0
0.0
0.0
5.4
5.0
20.0

0.0
0.0

25.0
6.6
7.3
0.0

5.9
2.7
5.0
8.6
8.3
9.1

0.0

0 20 40 60 80

□その他

(%)

24.9

24.1
23.1
16.7

37.5
57.1

27.0
5.0
0.0

25.0
50.0

25.0
24.6
19.5

60.0

33.6
22.6

15.0
25.7
20.8

0.0
66.7

0 20 40 60 80

□特にない

(%)
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（３）市が実施している就労支援事業等の認知状況 

問44 市が実施している就労支援事業等を知っていますか。知っている事業等の番号を○で

囲んでください。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市が実施している就労支援事業等の認知状況は、「すべて知らない」が最も高くなっている。 

知っている事業では、「市就職支援センター」が25.8％で最も高く、次いで「サガツクナビ」が

6.5％、「障害者雇用事業所見学会」が6.0％となっている。 

 

 

(ｎ＝418)

市就職支援センター

サガツクナビ

障害者雇用事業所見学会

障害者雇用特例子会社
設立支援事業補助金

すべて知らない

無回答

25.8

6.5

6.0

4.1

63.6

5.7

0 10 20 30 40 50 60 70 （％）
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＜市が実施している就労支援事業等の認知状況－業種別、従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

25.8

21.7
39.7
33.3
25.0

14.3
10.8
20.0
20.0
25.0

50.0
0.0

23.0
22.0
20.0

15.1
22.6
37.5
51.4

37.5
45.5

33.3

0 20 40 60 80 100

□市就職支援センター

(%)

6.5

3.6
11.6

0.0
37.5

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
6.6
7.3
0.0

2.5
3.2
15.0
25.7

0.0
27.3

0.0

0 20 40 60 80 100

6.0

2.4
10.7

0.0
0.0
0.0
8.1
10.0

0.0
0.0
0.0
0.0
6.6
2.4
0.0

1.7
3.2
5.0

25.7
16.7
18.2

0.0

0 20 40 60 80 100

□サガツクナビ □障害者雇用事業所
  見学会

(%) (%)

ｎ
全   体 (418)

【 業  種  別 】
建設業 ( 83)
製造業 (121)
電気・ガス・熱供給・水道業 ( 6)
情報通信業 ( 8)
運輸業 ( 21)
卸売業、小売業 ( 37)
金融業、保険業 ( 20)
不動産業、物品賃貸業 ( 5)
宿泊業、飲食サービス業 ( 4)
生活関連サービス業、娯楽業 ( 2)
教育、学習支援業 ( 4)
その他サービス業 ( 61)
その他 ( 41)
無回答（業種不明） ( 5)
【 従 業 員 規 模 別 】
９人以下 (119)
10人～29人 (186)
30人～49人 ( 40)
50人～99人 ( 35)
100人～299人 ( 24)
300人以上 ( 11)
無回答（規模不明） ( 3)

4.1

1.2
6.6
0.0
0.0
4.8
8.1
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
4.9
2.4
0.0

0.8
2.2
10.0
11.4
8.3
18.2

0.0

0 20 40 60 80 100

□障害者雇用特例子会社
  設立支援事業補助金

(%)

63.6

69.9
47.9
50.0
50.0

71.4
73.0
70.0
80.0
75.0

50.0
100.0

68.9
70.7
80.0

75.6
69.9

50.0
22.9

54.2
27.3

66.7

0 20 40 60 80 100

□すべて知らない

(%)
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令和２年度 相模原市雇用促進対策基本調査票 
 

 

 

 

《調査のお願い》 

日ごろから、市政にご理解とご協力をいただき、誠にありがとうございます。 

本調査は、相模原市内の事業所等における雇用実態を把握し、行政上の基礎資料を得る

ことを目的として、４年ごとに実施しているものです。回答は、無記名、任意としており、

ご記入いただいた内容は、統計的な処理のみに利用するもので、その他の目的に用いるこ

とはありません。また、回答者が特定されるようなことは一切ありません。 

事業者の皆さまにおかれましては、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい事

業環境にあるものと拝察いたしますが、本調査の趣旨をご理解いただき、ご協力くださる

ようお願い申し上げます。 

 

令和２年１２月                  
相模原市長 本村 賢太郎  

 

 

《記入上のお願い》 

１．この調査票は、令和２年１０月１日現在でご記入ください。 

２．貴事業所が支店または営業所の場合は、支店または営業所単位でご記入ください。 

３．各調査項目の該当欄の数字に○印または人数等を具体的にご記入ください。 

４．調査票の内容についてのお問い合わせは、相模原市役所 産業・雇用政策課までお

願いします。 

電話：０４２－７６９－８２３８（直通） 

 

《調査票の返送方法》 

郵送またはＦＡＸにて返送くださるようお願いいたします。 

１．郵送の場合 

 同封の返信用封筒に入れてお出しください。（切手は不要です） 

２．ＦＡＸの場合 

 ０３－３２３９－０３５６ 受託者：（株）エスピー研 宛て 

  

※締め切り：令和３年１月６日（水）（必着） 
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Ⅰ 貴事業所の概要についてお尋ねします。 

（貴事業所が支店・営業所等の場合は、支店・営業所等の単位でお答えください。） 
 

問１ 業種についてお尋ねします。該当する番号を○で囲んでください。 

１ 建設業 

２ 製造業 

３ 電気・ガス・熱供給・水道業 

４ 情報通信業 

５ 運輸業 

６ 卸売業、小売業 

７ 金融業、保険業 

８ 不動産業、物品賃貸業 

９ 宿泊業、飲食サービス業 

10 生活関連サービス業、娯楽業 

11 教育、学習支援業 

12 その他サービス業 

13 その他（             ） 

 

 

問２ 従業員数の規模についてお尋ねします。該当する番号を○で囲んでください。 

※本調査における「従業員」とは、特に指定のない限り、役員等を除く直接雇用の従業員としま

す。（パート、アルバイト等の非正規従業員を含めます。派遣労働者は含めません。） 

１ ９人以下 

４ 50人～99人 

２ 10人～29人 

５ 100人～299人 

３ 30人～49人 

６ 300人以上 

 

 

問３ 従業員の雇用形態別・男女別・年齢別の人数についてお尋ねします。該当者がいない場合

は「０」を記入してください。 

※正規従業員：本調査においては、フルタイムで、無期の労働契約により雇用される労働者とす

る。正社員、正規職員など。 

※非正規従業員：本調査においては、上記に該当しない従業員とする。パートタイマー、アルバイ

ト、契約社員、嘱託社員など。 

雇用形態 
  年齢 

性別 
19歳以下 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合 計 

①  正規 
従業員 

男 性 
人 人 人 人 人 人 人 

女 性 
人 人 人 人 人 人 人 

②  非正規 
 従業員 

男 性 
人 人 人 人 人 人 人 

女 性 
人 人 人 人 人 人 人 
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問４ 管理職の男女別内訳についてお尋ねします。該当者がいない場合は「０」を記入してくだ

さい。 

※管理職：本調査においては、担当部門の職務に対する責任を負い、決定権を持つ労働者とする。 

いわゆる役職者など。 

 男 性 女 性 合 計 

管理職 
人 人 人 

 

 

問５ １年前（令和元年１０月１日）と比較して従業員数に増減はありましたか。 

① 正規従業員 １ 増加した ２ 変わらない ３ 減少した ４ 対象者なし 

② 非正規従業員 １ 増加した ２ 変わらない ３ 減少した ４ 対象者なし 

 

 

問６ 現在の従業員の過不足感についてお尋ねします。①～⑨について、該当する番号をそれぞ

れ○で囲んでください。 

全
体 

① 事業所全体 １ 不足 ２ 適正 ３ 過剰 

     

雇
用
形
態 

② 正規従業員 １ 不足 ２ 適正 ３ 過剰 

③ 非正規従業員 １ 不足 ２ 適正 ３ 過剰 

     

年 

齢 
 

④ 19歳以下 １ 不足 ２ 適正 ３ 過剰 

⑤ 20～29歳 １ 不足 ２ 適正 ３ 過剰 

⑥ 30～39歳 １ 不足 ２ 適正 ３ 過剰 

⑦ 40～49歳 １ 不足 ２ 適正 ３ 過剰 

⑧ 50～59歳 １ 不足 ２ 適正 ３ 過剰 

⑨ 60歳以上 １ 不足 ２ 適正 ３ 過剰 
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Ⅱ 従業員の労働時間、有給休暇についてお尋ねします。 

 

問７ 正規従業員の１週間あたりの所定労働時間は何時間ですか。 

※所定労働時間：就業規則等で定められた始業時刻から終業時刻までの時間から、休憩時間を差し

引いた実労働時間数。ただし、変形労働時間制のある事業所については、期間

内の平均労働時間とする。 

１ 40時間未満 

２ 40時間 

３ 41時間以上44時間未満 

４ 44時間 

５ 45時間以上（労働時間    時間） 

 

 

問８ 正規従業員の１か月あたりの所定外労働時間は何時間ですか。 

（前事業年度の１か月１人あたり平均でお答えください。） 

※所定外労働時間：早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等、所定労働時間外の実労働時間数。 

１ ５時間未満 

２ ５時間以上10時間未満 

３ 10時間以上15時間未満 

４ 15時間以上20時間未満 

５ 20時間以上 

 

 

問９ 正規従業員の年次有給休暇の付与日数と平均取得日数についてお尋ねします。 

※年次有給休暇：賃金の支払いを伴う休暇日。労働基準法により定められており、使用者は、労働

者に対して毎年一定の日数を与えなければならない。 

年間新規付与日数 
日 

平均取得日数 
日 
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Ⅲ 貴事業所における人材確保（採用活動）についてお尋ねします。 

 

問10 従業員を採用する場合、どのような方法で行っていますか。（複数回答可） 

１ ハローワーク 

２ 市の就職支援センター 

３ 民間の就職支援サービス（ウェブ掲載、人材紹介等） 

４ 新聞広告等 

５ 貴事業所独自の活動（自社ホームページ等） 

６ その他（                               ） 

 

 

問11 人手不足への対策を行うとした場合、どのような取組が有効だと思いますか。（複数回答可） 

１ 新卒者の採用強化 

２ 中途（正規従業員）の採用強化 

３ 非正規従業員の採用強化 

４ 時間外勤務の増加 

５ 従業員の多機能化 

６ 業務の効率化・見直し 

７ ＩＴ化・機械化の推進 

８ 待遇改善による魅力向上 

９ その他（               ） 

10 特に有効な対策はない 

 

 

問12 現時点の採用方針についてお尋ねします。①～④について、該当する番号をそれぞれ○で

囲んでください。 

採用区分 採用方針 

正規 

従業員 

① 新卒 １ 採用強化 ２ 通常採用 ３ 採用縮小 ４ 採用予定なし 

② 既卒 
（新卒３年目以内） 

１ 採用強化 ２ 通常採用 ３ 採用縮小 ４ 採用予定なし 

③ 中途 １ 採用強化 ２ 通常採用 ３ 採用縮小 ４ 採用予定なし 

④ 非正規従業員 １ 採用強化 ２ 通常採用 ３ 採用縮小 ４ 採用予定なし 
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１. 新卒者の採用についてお尋ねします。 

 

問13 新卒者の採用方法についてお尋ねします。該当する番号を○で囲んでください。 

（複数回答可） 

１ 学校への求人票提出 

２ 学内説明会への参加 

３ 学外説明会への参加 

４ 民間の就職支援サイト等の利用 

５ 貴事業所独自の活動 

６ ハローワーク 

７ その他（               ） 

 

 

問 14 令和２年４月以降の新卒者の採用実績についてお尋ねします。該当者がいない場合は「０」

を記入してください。 

性 別 男 性 女 性 

      出身地 

 

学 歴 
市 内 

市 外 

市 内 

市 外 

県 内 県 外 県 内 県 外 

① 大学・大学院卒 
人 人 人 人 人 人 

② 短大・高専・専修卒 
人 人 人 人 人 人 

③ 高校卒 
人 人 人 人 人 人 

④ 中学卒 
人 人 人 人 人 人 

合 計 
人   人   

 

 

問15 新卒者の採用実績は、当初の採用計画を充足できましたか。 

１ 充足できた ２ 充足できなかった ３ 採用計画がなかった 

 

 

（問15で、「２ 充足できなかった」と回答した事業所にお尋ねします） 

問15－１ 未充足分にはどのように対応しましたか。（複数回答可） 

１ 既卒者（新卒３年目以内）を採用した 

２ 中途採用（正規）を行った 

３ 非正規従業員を採用した 

４ 定年退職者の再雇用等を行った 

５ 対応しなかった 
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問16 インターンシップによる学生の受入れを行っていますか。 

※インターンシップ：学生が企業等において行う実習・研修的な就業体験。学生の職業意識の醸

成や相互理解の促進などよるミスマッチの防止等の効果が期待される。 

１ 行っている ２ 行っていない  

 

 

（問16で、「１ 行っている」と回答した事業所にお尋ねします） 

問16－１ 新卒者の採用に効果がありましたか。 

１ 効果があった ２ 効果がなかった ３ 採用活動とは関係がない 

 

 

 

問17 ３年前（平成２９年４月）に採用した新卒者の離職状況についてお尋ねします。 

３年前（平成２９年４月）に新卒者の採用はありましたか。 

１ 採用あり ２ 採用なし  

 

 

（問17で、「１ 採用あり」と回答した事業所にお尋ねします） 

問17－１ 新卒者の採用者数と、そのうち令和２年３月末時点での離職者数について、最終学

歴別にそれぞれ人数を記入してください。該当者がいない場合は「０」を記入してく

ださい。 

採用区分 平成29年４月採用者数 令和２年３月末時点の離職者数 

① 大学・大学院卒 
人    人    

② 短大・高専・専修卒 
人    人    

③ 高校卒 
人    人    

④ 中学卒 
人    人    
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２. 中途採用についてお尋ねします。 

 

問18 過去１年間の中途採用（正規）の状況についてお尋ねします。 

過去１年間に中途採用（正規）はありましたか。 

１ 採用あり ２ 採用なし  

 

 

（問18で、「１ 採用あり」と回答した事業所にお尋ねします） 

問18－１ 中途採用者の人数をそれぞれ記入してください。該当者がいない場合は「０」を記

入してください。 

 
   年齢 

性別  
29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合 計 

中途採用

（正規） 

男 性 
人 人 人 人 人 人 

女 性 
人 人 人 人 人 人 

 

 

（問18で、「１ 採用あり」と回答した事業所にお尋ねします） 

問18－２ 中途採用の目的は何ですか。（複数回答可） 

１ 欠員の補充 

２ 事業継続への備え（通年募集） 

３ 事業拡大等への増員対応 

４ 幹部候補者の確保 

５ 専門人材の確保 

６ 新卒採用の未充足分 

７ その他（               ） 
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Ⅳ 多様な人材（高齢者（65歳以上）、女性、障害者、外国人）の雇用状況等に

ついてお尋ねします。 
 

問19 現在、高齢者（65歳以上）、女性、障害者、外国人を雇用していますか。①～⑧について、

該当する番号をそれぞれ○で囲んでください。 

 

雇
用
し
て 

い
る 

雇
用
し
て 

い
な
い 

正規 

従業員 

① 高齢者（65歳以上） １ ２ 

② 女性 １ ２ 

③ 障害者 １ ２ 

④ 外国人 １ ２ 

非正規 

従業員 

⑤ 高齢者（65歳以上） １ ２ 

⑥ 女性 １ ２ 

⑦ 障害者 １ ２ 

⑧ 外国人 １ ２ 

 

 

問20 過去１年間の採用状況及び離職状況についてお尋ねします。①～⑧について、該当する番号

を採用状況、離職状況それぞれ○で囲んでください。 

 

過去１年間の採用状況 

 

過去１年間の離職状況 

採
用
し
た 

採
用
し
て 

い
な
い 

離
職
し
た
人

が
い
る 

離
職
し
た
人

は
い
な
い 

雇
用
し
て 

い
な
い 

正規 

従業員 

① 高齢者（65歳以上） １ ２ 

 

１ ２ ３ 

② 女性 １ ２ １ ２ ３ 

③ 障害者 １ ２ １ ２ ３ 

④ 外国人 １ ２ １ ２ ３ 

非正規 

従業員 

⑤ 高齢者（65歳以上） １ ２ １ ２ ３ 

⑥ 女性 １ ２ １ ２ ３ 

⑦ 障害者 １ ２ １ ２ ３ 

⑧ 外国人 １ ２ １ ２ ３ 

 

  



付録 調査票 

 - 138 - 

１. 高齢者（６５歳以上）の雇用についてお尋ねします。 

問21 今後、高齢者の雇用を積極的に進めていく予定がありますか。 

１ ある ２ ない  

 

問22 貴事業所において、高齢者の雇用を進めるとした場合に考えられる課題はありますか。 

（複数回答可） 

１ 職場での事故の防止 

２ 早期離職の防止 

３ 高齢者に配慮した職場環境の整備（バリアフリー化・補助設備導入など） 

４ 高齢者に適した業務の確保 

５ 職場内における風土の醸成 

６ 労働意欲の維持・喚起 

７ その他（                                 ） 

８ 特に課題はない 

 

問23 貴事業所において、高齢者の雇用を進めるために、どのような取組を行っていますか。 

（複数回答可） 

１ 定年制度の廃止・延長 

２ 継続雇用（再雇用） 

３ 高齢者に配慮した職場環境の整備（バリアフリー化・補助設備導入など） 

４ 高齢者に適した業務の確保 

５ 職場内における意識啓発 

６ その他（                                 ） 

７ 取組を行っていない 

 

（問23で、「１」～「６」（何らかの取組を行っている）と回答した事業所にお尋ねします） 

問23－１ 高齢者の雇用に向けた取組を進めたことにより、どのような効果がありましたか。 

（複数回答可） 

１ 高齢者に限らず多様な人材を確保しやすくなった 

２ 離職率が低下した 

３ 新製品・サービスの開発や新たな販路開拓につながった 

４ 従業員の労働意欲が向上した 

５ 生産性が向上した 

６ 業績が向上した 

７ 企業イメージの向上につながった 

８ その他（                                 ） 

９ 特に効果はない 
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２. 女性の雇用・登用についてお尋ねします。 

問24 今後、女性の雇用や登用を積極的に進めていく予定がありますか。 

１ ある ２ ない  

 

問25 貴事業所において、女性を雇用・登用するとした場合に考えられる課題はどのような点で

すか。（複数回答可） 

１ 社内支援制度（勤務時間・休暇など）や研修制度の充実 

２ 職場内における風土の醸成 

３ 適切な職位への配置 

４ 適切な業務の割振り 

５ 女性に配慮した職場環境の整備（更衣室・トイレ改修など） 

６ 人事評価基準の明確化 

７ 労働意欲の維持・喚起 

８ その他（                                 ） 

９ 特に課題はない 

 

問26 貴事業所において、女性の雇用・登用を進めるために、どのような取組を行っていますか。 

（複数回答可） 

１ 社内支援制度（勤務時間・休暇など）や研修制度の充実 

２ 職場内における意識啓発 

３ 管理職等への積極的な登用 

４ 女性に配慮した職場環境の整備（更衣室・トイレ改修など） 

５ 人事評価基準の明確化 

６ その他（                                 ） 

７ 取組を行っていない 

 

（問26で、「１」～「６」（何らかの取組を行っている）と回答した事業所にお尋ねします） 

問26－１ 女性の雇用・登用に向けた取組を進めたことにより、どのような効果がありましたか。 

（複数回答可） 

１ 女性に限らず多様な人材を確保しやすくなった 

２ 離職率が低下した 

３ 新製品・サービスの開発や新たな販路開拓につながった 

４ 従業員の労働意欲が向上した 

５ 生産性が向上した 

６ 業績が向上した 

７ 企業イメージの向上につながった 

８ その他（                                 ） 

９ 特に効果はない 
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３. 障害者の雇用についてお尋ねします。 

問27 今後、障害者の雇用を積極的に進めていく予定がありますか。 

１ ある ２ ない  

 

問28 貴事業所において、障害者を雇用するとした場合に考えられる課題はどのような点ですか。

（複数回答可） 

１ 職場での事故の防止 

２ 早期離職の防止 

３ 障害者に配慮した職場環境の整備（バリアフリー化・補助設備導入など） 

４ 障害者に適した業務の確保 

５ 職場内における風土の醸成 

６ 意志疎通の円滑化 

７ 労働意欲の維持・喚起 

８ その他（                                 ） 

９ 特に課題はない 

 

問29 貴事業所において、障害者の雇用を進めるために、どのような取組を行っていますか。 

（複数回答可） 

１ 社内支援制度（勤務時間・休暇など）の充実 

２ 障害者に配慮した職場環境の整備（バリアフリー化・補助設備導入など） 

３ 障害者に適した業務の確保 

４ 職場内における意識啓発 

５ その他（                                 ） 

６ 取組を行っていない 

 

（問29で、「１」～「５」（何らかの取組を行っている）と回答した事業所にお尋ねします） 

問29－１ 障害者の雇用に向けた取組を進めたことにより、どのような効果がありましたか。 

（複数回答可） 

１ 障害者に限らず多様な人材を確保しやすくなった 

２ 離職率が低下した 

３ 新製品・サービスの開発や新たな販路開拓につながった 

４ 従業員の労働意欲が向上した 

５ 生産性が向上した 

６ 業績が向上した 

７ 企業イメージの向上につながった 

８ その他（                                 ） 

９ 特に効果はない 
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４. 外国人材の雇用についてお尋ねします。 

 

問30 今後、外国人を雇用する予定はありますか。また、その目的・理由についてお尋ねします。 

１ ある →（目的：                               ） 

２ ない →（理由：                               ） 

 

 

問31 外国人技能実習制度を利用していますか。 

※外国人技能実習制度：開発途上国等の経済発展を図ることを目的に、外国人を技能実習生として

一定期間受け入れ、ＯＪＴを通じて学んだ日本の技能等を移転する制度。 

１ 利用している ２ 利用していない  

 

 

問32 今後、外国人技能実習制度を利用する意向がありますか。 

１ 意向がある ２ 意向はない  

 

 

問33 貴事業所において、外国人を雇用するとした場合に考えられる課題はどのような点ですか。 

（複数回答可） 

１ 意志疎通の円滑化 

２ 生活習慣や信仰等への配慮 

３ 研修・教育等の対応 

４ 職場での事故の防止 

５ 早期離職の防止 

６ 職場内における風土の醸成 

７ 労働意欲の維持・喚起 

８ その他（               ） 

９ 特に課題はない 
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５. その他 

 

問34 若者や女性等が働きやすい企業を国が認定する制度について、貴事業所で活用したいと思

いますか。①～③について、該当する番号をそれぞれ○で囲んでください。 

 

認
定
済 

で
き
れ
ば
認
定

を
受
け
た
い 

考
え
て
い
な
い 

① ユースエール 
 若者雇用促進法に基づき、若者の採用・育成に積極的で若者の雇用管理の状況

などが優良な中小企業を厚生労働大臣が認定する制度。 

１ ２ ３ 

② えるぼし 
 女性活躍推進法に基づき、一般事業主行動計画の策定・届出を行った企業のう

ち、女性の活躍に関する取組の実施状況が優良な企業について厚生労働大臣が

認定する制度。 

１ ２ ３ 

③ くるみん 
 次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画の策定・届出を行っ

た企業のうち、計画に定めた目標を達成し、一定の基準を満たした企業を「子

育てサポート企業」として厚生労働大臣が認定する制度。 

１ ２ ３ 

 

 

問35 多様な人材の活躍推進に関して、行政にどのような取組を期待しますか。（複数回答可） 

１ 関係法令・制度等に関する周知 

２ 先進企業の取組事例などの紹介 

３ 企業向けの啓発活動（セミナーなど） 

４ 各種助成金の充実 

５ 企業向けのアドバイザーの設置 

６ 企業と人材のマッチング機会の創出 

７ 求職者の能力開発・就職支援 

８ 取組企業向けの優遇措置 

（税・入札制度など） 

９ 取組企業の認定・表彰等 

10 その他（             ） 
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Ⅴ 働き方改革についてお尋ねします。 

※働き方改革：生産年齢人口の減少などの課題に対応するため、長時間労働の是正などにより、誰
もが多様で柔軟な働き方を選択できる社会の実現を目指す取組。 

１. 長時間労働の是正についてお尋ねします。 

※時間外労働の上限規制：時間外労働時間の上限を、原則として、月45時間・年360時間とするも
の。働き方改革の一環として、労働基準法により定められている。 

問36 長時間労働の是正に取り組んでいますか。 

１ 取り組んでいる 

（内容：                                   ） 

２ 取り組んでいない 

３ 長時間労働の実態がない 

 

２. 多様な働き方についてお尋ねします。 

問37 テレワーク（在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイルワークなど）、短時間勤務、

フレックスタイム制度等を導入していますか。また、実際に活用していますか。①～⑥につ

いて、該当する番号をそれぞれ○で囲んでください。 

※テレワーク（在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイルワークなど） 
：ICT（情報通信技術）を活用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方。通常の職場
以外の場所で仕事をすること。 

 

 

制
度
が
あ
り
、 

活
用
さ
れ
て
い
る 

制
度
は
あ
る
が
、 

活
用
さ
れ
て
い
な
い 

制
度
が
な
い 

① テレワーク（在宅勤務） 

出勤せず自宅で仕事をすること。通勤負担の軽減、ワーク・ライフ・バラ

ンス（P16参照）の実現などの効果が期待される。 

１ ２ ３ 

② テレワーク（サテライトオフィス勤務） 

企業などの本拠地とは別に、離れた場所に設置されたオフィス。従業員の

移動時間の削減やオフィスコストの抑制などの効果が期待される。 

１ ２ ３ 

③ テレワーク（モバイルワーク） 

移動中（交通機関の車内など）や顧客先、カフェなどで業務に従事する働

き方。営業職など外回りの業務が多い職種にとって有用とされる。 

１ ２ ３ 

④ 短時間勤務 

フルタイムで働く従業員より労働時間は短いが、フルタイムの従業員と同

様の役割、責任を持ち能力評価や昇給なども同等に扱われる制度。 

１ ２ ３ 

⑤ フレックスタイム制度 

一定の期間についてあらかじめ定めた総労働時間の範囲内で、労働者が

日々の始業・終業時刻、労働時間を自ら決めることができる制度。 

１ ２ ３ 

⑥ その他（                ） １ ２ ３ 
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問38 従業員の副業や兼業を認めていますか。 

１ 認めている ２ 認めていない ３ 決めていない（事例がない） 

 

 

 

３. 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）についてお尋ねします。 

※ワーク・ライフ・バランス：仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動につ

いて、労働者自らが希望するバランスで展開できる状態をいう。 

 

問39 仕事と育児・介護・治療等を両立する従業員のための支援制度はありますか。（複数回答可） 

１ 勤務時間の配慮に関する制度（短時間勤務制度、所定外労働の制限など） 

２ 法定を上回る休業・休暇制度 

３ 育児等に要する費用の助成 

４ 研修等による意識啓発 

５ その他（                                 ） 

６ 支援制度はない 

 

 

（問39で、「１」～「５」（何らかの支援制度がある）と回答した事業所にお尋ねします） 

問39－１ 貴事業所の支援制度はどの程度機能していると思いますか。 

１ よく機能している 

４ あまり機能していない 

２ やや機能している 

５ まったく機能していない 

３ どちらともいえない 

６ 対象者がいない 

 

 

 

４. 同一労働同一賃金についてお尋ねします。 

※同一労働同一賃金：同一企業内における正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間で、基本給や賞与、

福利厚生などのあらゆる待遇について、不合理な差の解消を目指すもの。 

 

問40 正規従業員と非正規従業員との不合理な待遇差（基本給・手当・福利厚生など）の解消に

取り組んでいますか。 

１ 待遇差はない ２ 解消した・する ３ 取り組んでいない 
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５. その他 

 

問41 働き方改革の推進に関して、行政にどのような取組を期待しますか。（複数回答可） 

１ 関係法令・制度等に関する周知 

２ 先進企業の取組事例等の紹介 

３ 企業向けの啓発活動（セミナーなど） 

４ 各種助成金の充実 

５ 企業向けのアドバイザーの設置 

６ 取組企業向けの優遇措置 

（税・入札制度など） 

７ 取組企業の認定・表彰等 

８ その他（             ） 

 

Ⅵ その他 

 

問42 職場におけるハラスメントの予防や解決のため、どのような取組を行っていますか。 

（複数回答可） 

※ハラスメント：自分の意図に関係なく、人に対して不快感を与えたり困らせたりする言動や態

度のこと。近年、職場におけるいじめやセクハラ、マタハラ、パワハラなどが

社会的な問題となっている。 

１ 社内教育・啓発の実施 

２ 就業規則等による事業所の方針の明確化 

３ 相談担当者の選任などの体制整備 

４ 意志疎通の円滑化等によるハラスメントの発生を防止する職場環境づくり 

５ その他（                               ） 

６ 行っていない 

 

 

問43 従業員の福利厚生制度はありますか。（複数回答可） 

１ 貴事業所独自の制度を運用 

２ 民間サービスを利用 

３ 市勤労者福祉サービスセンター（あじさいメイツ）に加入 

４ その他（                               ） 

５ 特にない 

※市勤労者福祉サービスセンター（あじさいメイツ） 

：市内企業で働く方へ宿泊助成や慶弔給付金などの福利厚生サービスを提供する公益財団法人。

従業員１人あたり月額600円の会費で加入可能。 
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問44 市が実施している就労支援事業等を知っていますか。知っている事業等の番号を○で囲ん

でください。（複数回答可） 

１ 市就職支援センター 

２ サガツクナビ 

３ 障害者雇用特例子会社設立支援事業補助金 

４ 障害者雇用事業所見学会 

５ すべて知らない 

※市就職支援センター 
：求職者向けのキャリアカウンセリング・職業紹介と求人企業向けの人材紹介サービスによるマ
ッチングを無料で行う。シティ・プラザはしもとに設置。 

※サガツクナビ 
：新卒学生等と市内近隣企業の人材マッチング事業。WEBによる企業紹介と合同説明会や個別相
談などのサービスを提供。 

※障害者雇用特例子会社設立支援事業補助金 
：障害者雇用のための特例子会社やその支店等の設立に係る初期整備費用（土地・建物・設備の
取得、賃借料等）の一部を補助する制度。最大500万円。 

※障害者雇用事業所見学会 
：障害者雇用を考える事業所向けに実施する見学会。障害者雇用に積極的に取り組む市内事業所
や就労支援機関等を訪問する。 

 

〇 本市の雇用労働行政について、ご意見・ご要望等がございましたらご記入ください。 

（今後の施策の参考とさせていただきますが、個別に回答はいたしませんので、ご了承ください。

また、個々の事業所を特定することはありません。） 

 

 

 

 

 

 

 

 ご協力ありがとうございました  

 

調査結果につきましては、報告書にまとめ、ご希望の方にお送りいたします。送付を希望され

る場合は、事業所名等をご記入ください。 

（発送は、令和３年４月頃を予定しています。） 

事業所名 
 

 
電話番号  

送 付 先 

〒    ―      

 

相模原市     区 
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